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第１編 ～ 第３編 （略） 

 

第４編 地すべり防止事業 

 

第１章 事業の定義及び目的  

 
〔参考 〕  
１  （ 略 ）  

 
２  地 す べりの 分 類  

 地す べ りの分 類 には、 一 般に地 質 による も のと、 運 動形態 に よるも の がある 。  

(1) 地 質によ る 分類（ 小 出博、 日 本の地 す べり、 1955）  

地質に よ る分類 は 種々あ る が、そ の 代表的 な ものは 次 のとお り である 。  

①  第 三 紀層地 す べり  

第三紀 層 は、一 般 に固結 度 が低く 、水を含 み やすい 。中でも 泥 岩、頁 岩 等

の多く は 、含水 率 が高く 、新たに 水 を含め ば 軟弱に な り、乾 燥・湿潤 の 繰り

返しに よ り、速 や かに粘 土 化する と いった 岩 質的特 徴 を示す 。 東北、 北 陸、

山陰 、九 州北部 等 の日本 海 側の丘 陵 山地に 分 布する 地 すべり の 大部分 は 、第

三紀層 地 すべり で ある。  

 

②  破 砕 帯地す べ り  

破砕帯 地 すべり は 、地 殻の 運動で 岩 石がひ ず みを受 け 、砕 けた り、粘土 化

しやす く なって い る地帯 に 起こる 地 すべり で 、火 成岩 、古 生層 及び中 生 層に

起こる も のであ り 、糸 魚川 ―静岡 構 造線及 び 中央構 造 線沿い に 分布す る 地す

べりが 破 砕帯地 す べりで あ る。  

 

③  （ 略 ）  

 
(2) 運 動形態 に よる分 類  

運動形 態 は、表 1-1 のよう に分類 す ること が できる 。  

 

 

 

 

 

 

第１編 ～ 第３編 （略） 

 

第４編 地すべり防止事業 

 

第１章 事業の定義及び目的 

 
［参考 ］  
１  （ 略 ）  
 
２  地 す べりの 分 類  

 地す べ りの分 類 には、 一 般に地 質 による も のと、 運 動形態 に よるも の がある 。  

(1) 地 質によ る 分類（ 小 出博、 日 本の地 す べり、 1955）  

地質に よ る分類 は 種々あ る が、そ の 代表的 な ものは 次 のとお り 。  

①  第 三 紀層地 す べり  

第 三 紀 層 は 、 一 般 に 固 結 度 が 低 く 、 水 を 含 み や す い 。 中 で も 泥 岩 、 頁 岩 等

の 多 く は 、 含 水 率 が 高 く 、 新 た に 水 を 含 め ば 軟 弱 に な り 、 乾 燥 ・ 湿 潤 の 繰 り

返 し に よ り 、 速 や か に 粘 土 化 す る と い っ た 岩 質 的 特 徴 を 示 す 。 東 北 、 北 陸 、

山 陰 、 北 九 州 等 の 日 本 海 側 の 丘 陵 山 地 に 分 布 す る 地 す べ り の 大 部 分 は 、 第 三

紀層地 す べりで あ る。  

 

②  破 砕 帯地す べ り  

破 砕 帯 地 す べ り は 、 地 殻 の 運 動 で 岩 石 が ひ ず み を 受 け 、 ブ ロ ッ ク 化 、 粘 土

化 し や す く な っ て い る 地 帯 に 起 こ る 地 す べ り で 、 火 成 岩 、 古 生 層 及 び 中 生 層

に 起 こ る も の で あ り 、 糸 魚 川 ― 静 岡 構 造 及 び 中 央 構 造 線 沿 い に 分 布 す る 地 す

べりが 破 砕帯地 す べりで あ る。  

 

③  （ 略 ）  

 
(2) 運 動形態 に よる分 類  

運動形 態 は、表 1-1 のよう に分類 す ること が できる 。  
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表 1-1 運動形 態 による 分 類  

対 策 を 考 え る 上 で 具 体 的 に  

必 要 な 調 査 項 目 あ あ あ あ あ  
地 す べ り の タ イ プ  

① 移 動 速 度 又 は す べ り 層 の 有 無  

② 移 動 土 塊 の 攪 乱 の 度 合  

③ 移 動 の 規 則 性  

④ 移 動 の 顕 在 性  

⑤ 移 動 速 度 及 び せ ん 断 形 式  

⑥ す べ り 面 形 状  

 

⑦ 力 の 釣 り 合 い 条 件  

⑧ 基 岩 の 走 向 傾 斜 と の 対 比  

⑨ 発 生 の 主 副  

⑩ 発 達 形 式  

⑪ 水 文 地 質 条 件  

⑫ 発 生 形 態  

崩 壊 性 、 地 す べ り 性  

崩 壊 型 、 地 塊 型  

継 続 性 、 間 歇 的  

活 動 性 、 休 眠 性 、 潜 在 性  

飴 動 型 な い し 粘 稠 型 、 流 動 型  

板 状 型 な い し 層 す べ り 型 、  

円 弧 す べ り 型 、 複 合 す べ り 型  

主 働 的 、 受 働 的 、 退 行 性 、 進 行 性  

走 向 型 、 斜 向 型 、 流 れ 盤 型 、 受 け 盤 型  

一 次 、 二 次  

幼 年 形 、 青 年 形 、 壮 年 形 、 老 年 形  

自 由 地 下 水 型 、 被 圧 地 下 水 型  

初 生 型 、 再 活 動 型  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1-1 運動形 態 による 分 類  

対 策 を 考 え る 上 で 具 体 的 に  

必 要 な 調 査 項 目 あ あ あ あ あ  
地 す べ り の タ イ プ  

① 移 動 速 度 又 は す べ り 層 の 有 無  

② 移 動 土 塊 の 攪 乱 の 度 合  

③ 移 動 の 規 則 性  

④ 移 動 の 顕 在 性  

⑤ 移 動 速 度 及 び せ ん 断 形 式  

⑥ す べ り 面 形 状  

 

⑦ 力 の 釣 り 合 い 条 件  

⑧ 基 岩 の 走 向 傾 斜 と の 対 比  

⑨ 発 生 の 主 副  

⑩ 発 達 形 式  

⑪ 水 文 地 質 条 件  

⑫ 材 料 物 質 の 種 類  

崩 壊 性 、 地 す べ り 性  

崩 壊 型 、 地 塊 型  

継 続 性 、 間 歇 的  

活 動 性 、 休 眠 性 、 潜 在 性  

飴 動 型 な い し 粘 稠 型 、 流 動 型  

板 状 型 な い し 層 す べ り 型 、  

円 弧 す べ り 型 、 複 合 す べ り 型  

主 働 的 、 受 働 的 、 退 行 性 、 進 行 性  

走 向 型 、 斜 向 型 、 流 れ 盤 型 、 受 け 盤 型  

一 次 、 二 次  

幼 年 形 、 青 年 形 、 壮 年 形 、 老 年 形  

自 由 地 下 水 型 、 被 圧 地 下 水 型  

岩 石 す べ り 、 土 砂 す べ り 、 混 合 す べ り  
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３  地 す べりと 崩 壊の違 い  

 「地 す べり」 と 「崩壊 （ 崖崩れ ） 」の一 般 的な違 い は、表 1-2 のとお りであ る 。  

 
表 1－ 2 「地す べ り」と 「 崩壊（ 崖 崩れ） 」 の見方 の 例  

項  目  地すべ り  崩壊（ 崖 崩れ）  

地   質  
特定の 地 質又は 地 質構造 の と

ころに 多 く発生 す る。  

地質と の 関係は 少 ない。  

 

土   質  
主とし て 粘性土 を すべり 面 と

して滑 動 する。  

砂質土（ マサ 、ヨ ナ、シラ スな

ど）の 中 でも多 く 発生す る 。  

地   形  

５°～ 20°の緩傾 斜地に 発 生

し、特 に 上部に 台 地状の 地 形

を持つ 場 合が多 い 。  

地すべ り 地形顕 著  

20°以上 の急傾 斜 地の０ 次 谷、

谷頭部 に 多く発 生 する。  

滑動状 況  
継続性 、 再発性 、 時間依 存 性

大  

突発性 が あり、 時 間依存 性 小  

 

移動速 度  

0.01mm/day～ 10mm/dayのも の

が多く 、 一般に 速 度は小 さ い

。  

10mm/day以上で 、速度は 極 めて

大きい 。  

 

土   塊  
土塊の 乱 れは少 な く、原 形 を

保ちつ つ 動く場 合 が多い 。  

土塊は か く乱さ れ る。  

 

誘   因  

地下水 に よる影 響 が大き く 、

被圧地 下 水等に よ って発 生 す

る場合 が 多い。  

降雨、特 に降雨 強 度に影 響 され

、自由 地 下水に よ って発 生 する

場合が 多 い。  

規   模  １～ 100haで規模 が大き い 。  面積的 規 模が小 さ い。  

兆   候  

発生前 に 亀裂の 発 生、陥 没 、

隆起、 地 下水の 変 動など が 生

ずる。  

発生前 の 兆候が 少 なく、突 発的

に滑落 し てしま う 。  

 

（渡ら 1971 の表を 駒村が 改 変 1992） （一部 修 正）  
 
 
 
 
 
 
 

〔新設 〕  
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第２章 地すべり調査解析 

 

第１節  （略）  

 

第２節  予備調査  

２－１  （略）  
 
２－２ 調査の種類  
〔参考 〕  

日本に 分 布する 地 すべり の 多くは 、再活動 地 すべり で あるこ と が多く 、地形図 か ら

等高線 の 形態に よ りこう し た地す べ りの範 囲 を読み 取 ること が できる 場 合があ る 。ま

た、空 中 写真を 立 体視し て 地形の 判 読や植 生 の被覆 状 況、地 質 構造等 の 判読、さ らに

は、航 空 レーザ 測 量デー タ 等によ る 微地形 表 現図（ 赤 色立体 地 図 ※ １ 、Ｃ Ｓ立体 図 ※ ２

等）を 用 いた地 形 の把握 も 可能で あ る。  
※１「 赤 色立体 地 図」は 、 アジア 航 測株式 会 社の特 許 （第 3670274 号等 ）  
※２「 Ｃ Ｓ立体 図 」は長 野 県林業 総 合セン タ ーが考 案 した図 法  
 
２－３ （略）  
 
第３節 現地踏査  

３－１  （略）  

 
３－２ 踏査  
〔参考 〕  
１  地 す べり地 形 の特徴  

地すべ り により 形 成され る 地形は 、 以下に 示 すよう な 特徴を 有 する。  

 
図 2-2 地すべ り 各部の 名 称（ D.J.Varnes 原 図）  

（出典 ） 地すべ り 工学 -理 論と実 践 - ㈱山 海堂  H 元 .3（一 部修正 ）  

第２章 地すべり調査解析 

 

第１節  （略）  

 
第２節 予備調査  

２－１  （略）  
 
２－２ 調査の種類  
〔参考 〕  

日本に 分 布する 地 すべり の 多くは 、再活動 地 すべり で あるこ と が多く 、地形図 か ら

等高線 の 形態に よ りこう し た地す べ りの範 囲 を読み と ること が できる 場 合があ る 。ま

た、空 中 写真を 立 体視し て 地形の 判 読や植 生 の被覆 状 況、地 質 構造等 を 判読す る こと

もでき る 。  
 
 
 
 
２－３ （略）  
 
第３節 現地踏査  

３－１  （略）  

 
３－２ 踏査  
〔参考 〕  
１  地 す べり地 形 の特徴  

地すべ り により 形 成され る 地形は 、 以下に 示 すよう な 特徴を 有 する。  

 
図 2-2 地すべ り 各部の 名 称（ D.J.Varnes 原 図）  

（出典 ） 地すべ り 工学 -理 論と実 践 - ㈱山 海堂  H 元 .3 



 

治山技術基準（昭和 46 年 3 月 27 日付け 46 林野治第 648 号林野庁長官通知）参考の一部改訂新旧対照表 
（下線部は改訂部分） 

改  訂  案 現    行 
 
 

 
 

 

 

5 

① 冠 頭部 (Crown)、 ② 一次 滑 落 崖 (Main Scrap)、 ③頂 点 (Top)： 移 動土 塊 が 一 次 滑

落 崖 と接 す る 最も 高 い 地点 、 ④ 頭部 (Head)： 一 次 滑落 崖 に 接す る 上 部土 塊 部 分 、

⑤横断 (引張り )亀裂 (Transverse Crack)、 ⑥二次 滑 落崖 (Minor Scrap)：これ を は

さ ん で 上 下 小 ブ ロ ッ ク に 区 分 さ れ る 。 ⑦ 縦 断 断 層 帯 (LongitudinalFault Zone)：

こ れ によ り 地 すべ り ブ ロッ ク が さら に 左 右い く つ かの 細 ブ ロッ ク に 分割 さ れ る こ

ともあ る 。⑧破 断 面（す べ り面） (Surface of Rupture)、  ⑨脚 部 (Foot)：破壊 面

ともと の 地表面 と が交わ る 線で 、埋 もれて い る場合 も ある 。⑩：横 断亀 裂 (圧縮 亀

裂 )、⑪横 断鼻梁 (Transverse Ridge)：隆起部 、 ⑫放射 状亀裂 、⑬舌尖 (Tip)：舌

端部の 先 端、⑭ 舌 端部 (Toe)、⑮右 側壁 (Right Flank) 

 

２  地 す べり地 の 植生  

地すべ り 地内に あ る立木 は 、次の よ うな特 徴 が見ら れ ること が ある。  

立 枯 れ 、 幹 割 れ 、 根 曲 り 、 浮 出 、 傾 倒 (方 向 ： 山 側 、 谷 側 、 等 高 線 沿 い 、 斜 向 、 背

分け、 放 射状、 不 規則 ) 

また、地 すべり に よって 形 成され た 窪地や 陥 没部分 に は沼や 湿 地が生 じ ること が

あり、 そ こには 沼 や湿地 特 有の植 生 が侵入 す る。  

一般に 沼 、湿原 、 湿地等 に 多く出 現 する植 物 は表 2－ 1 のとお りであ る 。  

 

表 2-1 （略）  

 

３  （ 略 ）  

 
３－３ （略）  
 
第４節 地形測量  

４－１  ・  ４－２  （略）  
 
４－３ 航空レーザ測量  
〔参考 〕  
１  航 空 レーザ 測 量の種 類 の違い に よる特 徴  

小 型 飛 行 機 や ヘ リ コ プ タ ー に よ る 航 空 レ ー ザ 測 量 に 比 べ 、 Ｕ Ａ Ｖ を 活 用 し た 航

空レー ザ 測量は、低高度 に よる撮 影 となる。このた め 、高解像 度のデ ー タが取 得 で

き、計測 撮影範 囲 が狭い 箇 所では、短時間 で 計測が で き、低コ ストで 実 施する こ と

が可能 で ある。  
 

２  航 空 レーザ 測 量で取 得 できる デ ータ  
(1) オリ ジナル デ ータ  

地盤の 高 さだけ で はなく 、建物や 樹 木の高 さ 等の情 報 が含ま れ ている 三 次元座

標値を 持 つ点群 デ ータ。オ リジナ ル データ に よる地 球 表面の 高 さのモ デ ルを、数

① 冠 頭 部 (Crown)、 ② 一 次 滑 落 崖 (Main Scrap)、 ③ 頂 点 (Top)： 移 動 土 塊 が 一 次 滑

落 崖 と 接 す る も っ と も 高 い 地 点 、 ④ 頭 部 (Head)： 一 次 滑 落 崖 に 接 す る 上 部 土 塊 部

分、⑤ 横 断 (引張 り )亀裂 (Transverse Crack)、⑥二 次 滑落崖 (Minor Scrap)：これ

を は さ ん で 上 下 小 ブ ロ ッ ク に 区 分 さ れ る 。 ⑦ 縦 断 断 層 帯 (LongitudinalFault 

Zone)：これによ り 地すべ り ブロッ ク がさら に 左右い く つかの 細 ブロッ ク に分割 さ

れ る こ と も あ る 。 ⑧ 破 壊 面 (Surface of Rupture)、 ⑨ 脚 部 (Foot)： 破 壊 面 と も と

の 地 表 面 と が 交 わ る 線 で 、 埋 も れ て い る 場 合 も あ る 。 ⑩ ： 横 断 亀 裂 (圧 縮 亀 裂 )、

⑪横断 鼻 梁 (Transverse Ridge)：隆起 部、⑫ 放 射状亀 裂 、⑬舌 尖 (Tip)：舌 端部の

先端、 ⑭ 舌端部 (Toe)、⑮ 右側壁 (Right Flank) 

 

２  地 す べり地 の 植生  

地すべ り 地内に あ る立木 は 、次の よ うな特 徴 が見ら れ ること が ある。  

立枯れ 、幹割れ 、根曲り 、浮出、傾 倒 (方向：山側、谷 側、等 高 線沿い 、斜向、背分

け、放 射 状、不 規 則 ) 

ま た、 地 す べり の 跡 には 沼 や 湿地 が 生 じる こ と があ り 、 その た め 、沼 や 湿 地特 有

の植生 が 侵入す る 。  

一般に 沼 、湿原 、 湿地等 に 多く出 現 する植 物 は表 2－ 1 のとお りであ る 。  

 

表 2-1 （略）  

 
３  （ 略 ）  
 
３－３ （略）  
 
第４節 地形測量  

４－１  ・  ４－２  （略）  

 
４－３ 航空レーザ測量  
〔新設 〕  
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値表層 モ デル (DSM： Digital Surface Model)という 。  
 

(2) グラ ウンド デ ータ  

オリジ ナ ルデー タ から、 建 物や樹 木 等の地 表 面以外 を 取り除 い た点群 デ ータ 。

グ ラ ウ ン ド デ ー タ に よ る 地 盤 の 高 さ の モ デ ル を 、 数 値 標 高 モ デ ル (DEM： Digital 

Elevation Model)という 。  
 
４－４ （略）  
 
第５節 土質・地質調査  

５－１  （略）  

 

５－２  物理探査  

５－２ － １  総 説  
〔参考 〕  
 地す べ り調査 で は、上 記 の２つ の 方法以 外 に以下 の 方法も 用 いられ る ことが あ る。 
１  地 温 探査  

地盤の 相 対的な 温 度差を 利 用して 、 地下水 流 動層の 分 布を把 握 するも の であり 、

地すべ り の調査 で は一般 に 地下１ ｍ の地点 で 地温を 計 測する 。  

 
２  ・  ３  （略 ）  

 
５－２ － ２  （ 略 ）  

 

５－２ － ３  電 気 探査  
〔参考 〕  
１  高 密 度電気 探 査  
  高 密 度電気 探 査は、多 チャン ネ ルの比 抵 抗測定 器 を用い て 測線沿 い に等間 隔 に多

数点の 電 極を設 置 し、調 査 測線上 に おいて 、短時間 で 大量の 地 盤の比 抵 抗デー タ を

高密度 に 自動測 定 し、見 か けの比 抵 抗分布 を 求めた 上 で逆解 析 を行い 、地盤の 真 の

比抵抗 分 布断面 を 求める 探 査方法 で ある。  
  高 密 度電気 探 査は、セ ンサー を あらか じ め地山 に 密着固 定 するの で 比抵抗 法 に比

べ 測 定 精 度 が 良 い こ と 、 有 限 要 素 法 （ FEM） 、 逆 解 析 等 の 手 法 を 用 い て 解 析 す る の

で解析 者 の個人 差 が抑え ら れ解析 精 度が良 い こと、電 算化で 比 抵抗断 面 図の作 成 が

容易で あ ること 等 の利点 を 有する 。  

 

２  主 な 岩石の 比 抵抗  

  主 な 岩石の 比 抵抗は 、 図 2-5 を 参考と さ れたい 。  

 

 
 
 
 
 
 
 
４－４ （略）  
 
第５節 土質・地質調査  

５－１  （略）  

 
５－２ 物理探査  

５－２ － １  総 説  
〔参考 〕  
 地す べ り調査 で は、上 記 の２つ の 方法以 外 に以下 の 方法も 用 いられ る ことが あ る。  
１  地 温 探査  

地 盤の 相 対 的な 温 度 差を 利 用 して 、 地 下水 流 動 層の 分 布 を把 握 も ので あ り 、地 す

べりの 調 査では 一 般に地 下 1m の地点 で地温 を 計測す る 。  

 

２  ・  ３  （略 ）  

 
５－２ － ２  （ 略 ）  

 
５－２ － ３  電 気 探査  
〔参考 〕  
１  高 密 度電気 探 査  
  高 密 度電気 探 査は、多 チャン ネ ルの比 抵 抗測定 器 を用い て 測線沿 い に等間 隔 に多

数点の 電 極を設 置 し、調 査 測線上 に おいて 、短時間 で 大量の 地 盤の比 抵 抗デー タ を

高密度 に 自動測 定 し、高 密 度解析 に より地 盤 の真の 比 抵抗分 布 断面を 求 める探 査 方

法であ る 。  
  高 密 度電気 探 査は、セ ンサー を あらか じ め地山 に 密着固 定 するの で 比抵抗 法 に比

べ 測 定 精 度 が よ い こ と 、 有 限 要 素 法 （ FEM） 、 逆 解 析 等 の 手 法 を 用 い て 解 析 す る の

で解析 者 の個人 差 が抑え ら れ解析 精 度がよ い こと、電 算化で 比 抵抗断 面 図の作 成 が

容易で あ ること 等 の利点 を 有する 。  

 

２  主 な 岩石の 比 抵抗  

  主 な 岩石の 比 抵抗は 、 図 2-5 の とおり で ある。  
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図 2-5 （略）  

 
５－３ ボーリング調査  

５－３ － １  総 説  

〔参考 〕  
１  地 質 柱状図 様 式、試 錐 日報解 析 図の例  

(1) 地質 柱状図 の 記載事 項  

①  地質 柱状図 に は、次 の 該当事 項 を記載 す る。  

地区名 、調査年 度 、調査 地 点番号 、担当技 術 者名、ボ ーリン グ 機械名 、柱状

記 号 、 地 質 ・ 土 質 名 、 色 調 、 硬 軟 、 コ ア 採 取 率 、 RQD、 孔 内 水 位 、 送 水 ・ 排 水

量、湧 水・漏水 の 位置と そ の量、パ イプひ ず み計等 孔 内観測 機 器設置 位 置、土

質試料 採 取位置 、 観察事 項 、その 他 必要事 項  

 

②  観察 事項の 内 容は、 次 のとお り である 。  

移動層 の 性状 、含 まれる 礫 種、礫径 、礫 質 、円磨度 、含有率 等 、含 水量（乾

いた 、湿 った 、飽 和した ）、す べり 面粘土 の 産状 、基 岩層の 亀 裂・破砕・風 化

状況、 孔 内変状 （ 崩壊、 孔 曲り、 ガ スの存 在 、地温 の 急変等 ）  

 

(2) 試錐 日報解 析 図の記 載 事項と 解 析  

①  （ 略 ）  

 

②  解析 は、掘 削 区間毎 に 行い、 地 層の透 水 性、帯 水 性を判 定 する。  

 
図 2-6 （略）  

図 2-5 （略）  

 

５－３  ボーリング調査  

５－３ － １  総 説  
〔参考 〕  
１  地 質 柱状図 様 式、試 錐 日報解 析 図の例  

(1) 地質 柱状図 の 記載事 項  

①  地質 柱状図 に は、次 の 該当事 項 を記載 す る。  

地 区 名 、 調 査 年 度 、 調 査 地 点 番 号 、 担 当 技 術 者 名 、 ボ ー リ ン グ 機 械 工 名 、 柱

状記号 、地質・土 質名 、色 調、硬軟 、コ ア採 取率 、RQD、孔 内水 位、送水・排 水

量 、 湧 水 ・ 漏 水 の 位 置 と そ の 量 、 パ イ プ ひ ず み 計 等 孔 内 観 測 機 器 設 置 位 置 、 土

質資料 、 採取位 置 、観察 事 項、そ の 他必要 事 項  

 

②  観察 事項の 内 容は、 次 のとお り 。  

移 動 層 の 性 状 、 含 ま れ る 礫 種 、 礫 径 、 礫 質 、 円 磨 度 、 含 有 率 等 、 含 水 量 （ 乾

い た 、 湿 っ た 、 飽 和 し た ） 、 す べ り 面 粘 土 の 産 状 、 基 岩 層 の 亀 裂 ・ 破 砕 ・ 風 化

状況、 孔 内変状 （ 崩壊、 孔 曲り、 ガ スの存 在 、地温 の 急変等 ）  

 

(2) 試錐 日報解 析 図の記 載 事項と 解 析  

①  （ 略 ）  

 

②  解析 は、掘 削 区間毎 に 行い、 地 層の透 水 性、帯 水 性を判 定 する。  

 
図 2-6 （略）  
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図 2-7 試錐日 報 解析図 の 例  

（出典 ） 土木研 究 所資料 第 3868 号  
 
２  （ 略 ）  
 
３  ボ ア ホール テ レビュ ア （ＢＨ Ｔ Ｖ）  
  （ 略 ）  

 

図 2-7 試錐日 報 解析図 の 例  

 
 
２  （ 略 ）  
 
３  ボ ア ホール テ レビュ ア  
  （ 略 ）  
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５－３ － ２  （ 略 ）  

 
５－４ サウンディング調査  

５－４ － １  （ 略 ）  

 
５－４ － ２  標 準 貫入試 験  
〔参考 〕  
１  （ 略 ）  
 
２  標 準 貫入試 験 等によ り 求めた Ｎ 値から 水 平地盤 反 力係数 を 求める 実 験式  

  Ｎ 値 か ら 水 平 地 盤 反 力 係 数 （ ｋ h） を 求 め る 実 験 式 が 提 案 さ れ て お り 、 代 表 例 を

以下に 示 す。  

(1) ・  (2) （略 ）  

 

３  （ 略 ）  

 

５－５ 土質・岩石試験  

５－５ － １  総 説  
〔参考 〕  
１  土 質 試験の 種 類  
  土 質 試験の 種 類は、 以 下に示 す ものが 一 般に用 い られる 。  
 

表 2-5 物理試 験 の種類  

 
 
 
 
 
 

５－３ － ２  （ 略 ）  

 
５－４ サウンディング調査  

５－４ － １  （ 略 ）  

 
５－４ － ２  標 準 貫入試 験  
〔参考 〕  
１  （ 略 ）  
 
２  標 準 貫入試 験 等によ り 求めた Ｎ 値から 水 平地盤 反 力係数 を 求める 実 験式  

  Ｎ 値 から水 平 地盤反 力 係数（ ｋ h）を求 め る求め る 実験式 が 提案さ れ ており 、代表

例を以 下 に示す 。  

(1) ・  (2) （略 ）  

 

３  （ 略 ）  

 
５－５ 土質・岩石試験  

５－５ － １  総 説  
〔参考 〕  
１  土 質 試験の 種 類  
  土 質 試験の 種 類は、 以 下に示 す ものが 一 般に用 い られる 。  
 

表 2-5 物理試 験 の種類  

 
 
 
 
 
 

JIS A 1205 
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表 2-6 力学試 験 の種類  

 

 
表 2-7 （略）  

 
２  ・  ３  （略 ）  

 
５－５ － ２  （ 略 ）  

 
５－６ ・  ５－７  （略）  

 
第６節 地下水調査  

６－１  総説  
〔参考 〕  
 地下 水 の形態  
 地下 水 の形態 は 、貯留 さ れてい る 形態に よ り地層 水 と裂か 水 に分類 さ れ、ま た 、被

圧の有 無 等によ っ て自由 地 下水、不 圧地下 水 、被圧 地 下水、有 圧地下 水 及び宙 水 とに

分類さ れ る。  
１  ～  ６  （略 ）  
 
７  宙 水  
  地 域 的な広 が りを持 つ 地下水 面 と地表 面 との間 (土壌帯 )に、粘 土 層等の 不 透水層

が 局 所 的 に レ ン ズ 状 に 介 在 す る と そ の 上 に 自 由 地 下 水 の 本 体 と 分 離 し た 形 で 局 所

的に自 由 地下水 が 形成さ れ ている も のをい う 。  
 
６－２ （略）  

 

表 2-6 力学試 験 の種類  

 

 

表 2-7 （略）  

 
２  ・  ３  （略 ）  

 
５－５ － ２  （ 略 ）  

 
５－６ ・  ５－７  （略）  

 
第６節 地下水調査  

６－１  総説  
〔参考 〕  
 地下 水 の形態  
 地下 水 の形態 は 、貯留さ れてい る 形態に よ り地層 水 と裂か 水 に分類 さ れ、また 、被

圧の有 無 等によ っ て自由 地 下水、不 圧地下 水 、被圧地 下水、有 圧地下 水 及び宙 水 とに

分類さ れ る。  
１  ～  ６  （略 ）  
 
７  宙 水  
  地 域 的 な 広 が り を も つ 地 下 水 面 と 地 表 面 と の 間 (土 壌 帯 )に 、 粘 土 層 等 の 不 透 水 層

が 局 所 的 に レ ン ズ 状 に 介 在 す る と そ の 上 に 自 由 地 下 水 の 本 体 と 分 離 し た 形 で 局 所

的に自 由 地下水 が 形成さ れ ている も のをい う 。  
 
６－２ （略）  

 

JIS:日本工業規格 JGS：地盤工学会規準JIS:日本産業規格 JGS：地盤工学会基準
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６－３ 間隙水圧調査  
〔参考 〕  

 地下 水 位と地 す べりと の 関係  

 地下 水 位とは 、地下水 が ある状 態 でもっ て いる圧 力 水頭と 位 置水頭 の 合計を 高 さで

表わし た ものを い い、次 の 式で表 わ される 。  

 

 ｈ＝ Ｐ /γ w＋Ｚ      <2-6-1> 

   

ここで 、  

     ｈ：地 下 水位  (ｍ ) 

     Ｐ：地 下 水圧  (kN/㎡ ) 

     Ｚ：基 準 面から の 高さ  (ｍ ) 

     γ w：水の 単 位体積 重 量  (kN/㎥ ) 

 
 また 、地すべ り のすべ り 面充填 物 のせん 断 強さ（ τ ）と垂 直 応力 (σ )との関 係 は次

の式で 表 わされ る 。  

 

τ＝ｃ ＋ (σ－ u)tanφ      <2-6-2> 

 

ここで 、  

ｃ：粘 着 力  (kN/㎡ ) 

φ ： せ ん 断 抵 抗 角  (°) (粘 土 の 場 合 で は 含 水 量 に よ っ て 著 し く 変 化 す る こ と

が あ り 、 c'、 φ 'と ダ ッ シ ュ を つ け 、 有 効 応 力 に よ る 粘 着 力 、 せ ん 断 抵 抗

角と呼 ん で区別 す ること が ある。 ) 

ｕ：間 隙 水圧  (kN/㎡ ) 

（以下 略 ）  

 
６－４ ・  ６－５  （略）  

 
６－６ 簡易揚水試験  
〔参考 〕  

回復法 に よる透 水 係数の 算 定は、 時 間と水 位 との測 定 記録か ら 次式を 用 いて行 う 。 
 

図 2-8 （略）  

 

 k . log log                  <2-6-3> 

  

 

６－３ 間隙水圧調査  
〔参考 〕  
 地下 水 位と地 す べりと の 関係  
 地下 水 位とは 、地下水 が ある状 態 でもっ て いる圧 力 水頭と 位 置水頭 の 合計を 高 さで

表わし た ものを い い、次 の 式で表 わ される 。  

 

 ｈ＝ Ｐ /γ w ＋  Ｚ      <2-6-1> 

   

ここで 、  

     ｈ：地 下 水位  

     Ｐ：地 下 水圧   

     Ｚ：基 準 面から の 高さ   

     γ w：水の 単 位体積 重 量   

 
 ま た 、 地 す べ り の す べ り 面 充 填 物 の せ ん 断 強 さ （ τ ） と 垂 直 応 力 (σ )と の 関 係 は 次

の式で 表 わされ る 。  

 

τ＝ｃ ＋ (σ－ u)tanφ      <2-6-2> 

 

ここで 、  

ｃ：粘 着 力  

φ：せん 断抵抗 角 (粘土の 場合で は 含水量 に よって 著 しく変 化 するこ と があり、

c'、φ 'とダッシ ュ をつけ 、有効応 力 による 粘 着力、せ ん断抵 抗 角と呼 ん で

区別す る ことが あ る。 ) 

ｕ：間 隙 水圧  

（以下 略 ）  

 
６－４ ・  ６－５  （略）  

 
６－６ 簡易揚水試験  
〔参考 〕  

回復法 に よる透 水 係数の 算 定は、 時 間と水 位 との測 定 記録か ら 次式を 用 いて行 う 。  
 

図 2-8 （略）  

 

 k . log log                  <2-6-3> 
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ここで 、  

k ：透水 係数  (cm/s) 

Rw：ケー シング の 内径半 径  (cm) 

t 1  ：測定 開始時 間  (s) 

t 2  ：測定 終了時 間  (s) 

h 1  ：測定 開始水 位 (自然水 位から ) (cm) 

h 2  ：測定 終了水 位 (自然水 位から ) (cm) 

L ：先端 試験区 間 長  (cm) 

rw  ：先 端 試験区 間 の外径 半 径  (cm) 

 

６－７ 揚水試験  
〔参考 〕  
１  揚 水 試験の 解 析  

揚水試 験 の解析 方 法は数 多 くある が 、Thiem(ティー ム )の式は 次のと お りであ る 。

境界面 が なく単 独 井の場 合 の式が 基 本形で あ る。  

(1) 境界 面がな い 場合の 式 (基本形 ) 

①  自由 地下水  

   Ｑ ＝π k(H2－ hw 2 )/ln(R/rw)      <2-6-4> 

   π k(H2－ h2)=Ｑ・ ln(R/r)  

 

ここで 、  

     Ｑ： 完 全井の 揚 水量  (㎤ /s) 

     k ：透 水係数  (cm/s) 

H ：原水 位高  (cm) 

hw：井戸 水位高  (cm) 

h ：井戸 中心か ら r 離れた 任意の 点 P(x、 y)での水 位 高  (cm) 

R ：影響 半径  (cm) 

rw：井戸 半径  (cm) 

r ：井戸 中心か ら の距離  (cm) 

 

②  被圧 地下水  

   Ｑ ＝ 2π T(H－ hw)/ln(R/rw)      <2-6-5> 

2π T(H－ h)=Ｑ・ ln(R/r) 

 

ここで 、  

     Ｔ： 透 水量係 数 =kbw (㎠ /s)  

bw：被圧 帯水厚  (cm) 

 

   地 すべり 地 の場合 、 被圧地 下 水が一 般 的であ る 。  

ここで 、  

k ：透水 係数  

Rw：ケー シング の 内径半 径  

t1  ：測定 開始時 間  

t2  ：測定 終了時 間  

h1  ：測定 開始水 位 (自然水 位から ) 

h2  ：測定 終了水 位 (自然水 位から ) 

L ：先端 試験区 間 長  

rw  ：先端 試験区 間 の外径 半 径  

 

６－７ 揚水試験  
〔参考 〕  
１  揚 水 試験の 解 析  

揚水試 験 の解析 方 法は数 多 くある が 、 Thiem(ティー ム )の式は 次のと お りであ る。

境界面 が なく単 独 井の場 合 の式が 基 本形で あ る。  

(1) 境界 面がな い 場合の 式 (基本形 ) 

①  自由 地下水  

   Ｑ ＝π k(H２ － hW２ )/ln(R/r W)      <2-6-4> 

   π k(H２ － h２ )=Ｑ・ ln(R/r)  

 

ここで 、  

     Ｑ： 完 全井の 揚 水量  

     k ：透 水係数  

H ：原水 位高  

hW：井戸 水位高  

h ：井戸 中心か ら r 離れた 任意の 点 P(x、 y)での水 位 高  

R ：影響 半径  

rW：井戸 半径  

r ：井戸 中心か ら の距離  

 

②  被圧 地下水  

   Ｑ ＝ 2π T(H－ hW)/ln(R/r W)      <2-6-5> 

2π T(H－ h)=Ｑ・ ln(R/r) 

 

ここで 、  

     Ｔ： 透 水量係 数 =kbW 

b W：被圧 帯水厚  

 

   地 すべり 地 の場合 、 被圧地 下 水が一 般 的であ る 。  
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(2) 境界 面が一 つ の場合  

①  片側 不透水 壁 の場合  

ア  自由 地下水  

         Ｑ＝π k(H2－ hw 2 )/ln(R 2/2a 1r w)     <2-6-6> 

         π k(H 2－ h2)=Ｑ・ ［ ln(R/d 1)＋ ln(R/d 2)］  

      

ここで 、  

a1：実 井 中心か ら 不透水 壁 までの 距 離  (cm) 

d 1： [x 2＋ y2] 1/2 ・・・・ ・ ・・・ ・ 実井か ら の距離  (cm) 

d 2： [x 2＋ (2a 1－ y) 2] 1/2・・ ・ ・・・ 虚 井から の 距離  (cm) 

 

イ  （ 略 ）  

 

②  （ 略 ）  

 

  こ の 他、群 井 の場合 や 互いに 直 交、又 は 平行す る 二つの 境 界面の 式 などが 提 案さ

れてい る 。  

 

２  （ 略 ）  

 
６－８ ～  ６－１０  （略）  
 
第７節 地表移動量調査  

７－１  総説  （略）  

 
７－２ 標識観測  
〔参考 〕  
 標柱 ・ 標識観 測 の方法  
 地す べ り調査 で は、次 の 方法が 一 般に用 い られる 。  
１  ・  ２  （略 ）  
 
３  空 中 写真  

地すべ り 地内外 に 測標を 設 定して、小型飛 行 機・ヘリ コプタ ー・ＵＡＶ 等から 空

中写真 を 撮影し 、一定期 間 後に再 撮 影した も の又は 図 化した 地 形図と の 比較に よ り

移 動 量 を 把 握 す る 。 こ の 場 合 、 空 中 写 真 の 縮 尺 は 、 地 す べ り 移 動 の 激 し い 場 合 は

3000 分の １～ 5000 分の１ 、 移動の 少 ない場 合 は 500 分の１～ 1000 分の１ (ヘリコ

プター に よる撮 影 )とする 場合が 多 い。  

 
 

(2) 境界 面が一 つ の場合  

①  片側 不透水 壁 の場合  

ア  自由 地下水  

         Ｑ＝π k(H２ － hW
２ )/ln(R 2/2 a 1r W)     <2-6-6> 

         π k(H２ － h２ )=Ｑ・［ ln(R/d 1)＋ ln(R/d 2)］  

      

ここで 、  

a1：実 井 中心か ら 不透水 壁 までの 距 離  

d1： [x２＋ y２ ]１ /２  ・・・ ・ ・・・ ・ ・実井 か らの距 離  

d2： [x２＋ (2a 1－ y)２ ]１ /２・・ ・・・ ・ 虚井か ら の距離  

 

イ  （ 略 ）  

 

②  （ 略 ）  

 

  こ の 他、群 井 の場合 や 互いに 直 交、又 は 平行す る 二つの 境 界面の 式 などが 提 案さ

れてい る 。  

 

２  （ 略 ）  

 
６－８ ～  ６－１０  （略）  
 
第７節 地表移動量調査  

７－１  総説  （略）  

 
７－２ 標識観測  
〔参考 〕  
 標柱 ・ 標識観 測 の方法  
 地す べ り調査 で は、次 の 方法が 一 般に用 い られる 。  
１  ・  ２  （略 ）  
 
３  空 中 写真  

地 すべ り 地 内外 に 測 標を 設 定 して 空 中 写真 を 撮 影し 、 一 定期 間 後 に再 撮 影 した も

の 又は 図 化 した 地 形 図と の 比 較に よ り 移動 量 を 把握 す る 。こ の 場 合、 空 中 写真 の 縮

尺は、地 すべり 移 動の激 し い場合 は 3000 分の 1～ 5000 分の 1、移動の 少 ない場 合 は

500 分の 1～ 1000 分の 1 (ヘリコ プ ターに よ る撮影 )とする 場 合が多 い 。  
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４  Ｇ Ｎ ＳＳ測 量  
地 す べ り 地 外 と 地 す べ り 地 内 に 設 置 し た Ｇ Ｎ Ｓ Ｓ 受 信 機 の 相 対 位 置 を 高 精 度 に

求める 測 量方法 で ある 。ま た、電子 基準点 か ら作成 さ れた補 正 情報を 取 得する こ と

でリア ル タイム に 高精度 の 位置を 求 めるこ と ができ る ネット ワ ーク型 Ｒ ＫＴ（ リ ア

ル・キ ネ マティ ッ ク）法 等 の活用 も 進んで い る。  

 
５  Ｌ Ｐ 測量  

ＬＰ（ レ ーザプ ロ ファイ ラ ）測量 は 、レー ザ を地表 面 に照射 し 、特徴 の ある地物

又は標 識 を基に 、地すべ り の移動 状 況を把 握 するた め に行う 。レーザ 測 距装置 を Ｕ

ＡＶ等 に 搭載し 、空中か ら 計測す る 方法や 地 上に設 置 して計 測 する方 法 がある 。定

期的に 地 表面の 観 測を行 い 、観 測点 の差分 解 析（ 計測 時期の 異 なるＤ Ｅ Ｍデー タ を

利用） を 行う事 で 、地表 面 の変動 を 把握す る ことが 可 能とな る 。  
 

７－３ ～  ７－５  （略）  
 
第８節 ・  第９節  （略）  

 
第１０節 機構解析  

１０－１  ～  １０－５  （略）  

 
１０－６ 安定解析  

１０－ ６ －１  （ 略）  

 
１０－ ６ －２  安 定解析 の 方法及 び 種類  

〔参考 〕  

（略）  

１  被 圧 （有圧 ） 地下水 対 応の二 次 元安定 解 析式  

  被 圧 （有圧 ） 地下水 対 応の代 表 的な二 次 元安定 解 析式は 、 次のと お りであ る 。  

(1) 簡易 Janbu（ ヤンブ ） 式  

非円弧 す べり対 応 の安定 解 析式は 多 数提案 さ れてい る が、代表 的な式 と して簡

易 Janbu 式があ る 。簡易 Janbu 式は 実用的 な 計算精 度 を持ち 、簡易な 安 定解析 式

として 広 く利用 さ れてい る 。  

 

  𝐹 𝑓 𝛴 nα
 

  nα ＝ cos2α (1＋ tanα ・ tanφ '/F)            <2-10-1> 

  𝑓 ≒ 50
/ .

 

 

４  Ｇ Ｐ Ｓ測量  
一 般に 、 静 的干 渉 測 位法 と 呼 ばれ る 方 法が 用 い られ る 。 これ は 、 地す べ り 地外 と

地すべ り 地内に 設 置した Ｇ ＰＳ受 信 機で 4 個 以上の 衛 星から の 電波を 受 信し、 そ の

位相差 か ら受信 機 器の相 対 位置を 高 精度に 求 める測 量 方法で あ る。  
 
 
〔新設 〕  
 
 
 
 
 
 
７－３ ～  ７－５  （略）  
 
第８節 ・  第９節  （略）  

 
第１０節 機構解析  

１０－１  ～  １０－５  （略）  
 

１０－６  安定解析  

１０－ ６ －１  （ 略）  

 
１０－ ６ －２  安 定解析 の 方法及 び 種類  

〔参考 〕  

（略）  

１  被 圧 （有圧 ） 地下水 対 応の二 次 元安定 解 析式  

  被 圧 （有圧 ） 地下水 対 応の代 表 的な二 次 元安定 解 析式は 、 次のと お り。  

(1) 簡易 Janbu（ ヤンブ ） 式  

非 円 弧 す べ り 対 応 の 安 定 解 析 式 は 多 数 提 案 さ れ て い る が 、 代 表 的 な 式 と し て 簡

易 Janbu 式があ る 。簡 易 Janbu 式は 実用的 な 計算精 度 を持ち 、 簡易な 安 定解析 式

として 広 く利用 さ れてい る 。  

 

   
  nα ＝ cos2α (1＋ tanα ・ tanφ '/F)            <2-10-1> 

  𝑓 ≒ 50
/ .

 

 



 

治山技術基準（昭和 46 年 3 月 27 日付け 46 林野治第 648 号林野庁長官通知）参考の一部改訂新旧対照表 
（下線部は改訂部分） 

改  訂  案 現    行 
 
 

 
 

 

 

15 

  こ こ で、 f0：修正係 数 、ただ し 、 d/L≦ 0.02 以下 では f0＝ 1.0 

Ｑ：作 用 する水 平 力  (kN/ｍ ) 

W ：スラ イスの 重 量  (kN/ｍ ) 

α：す べ り面傾 斜 角  (°) 

c'：粘着 力  (kN/㎡ ) 

b ：細片 の幅  (ｍ ) 

u ：平均 間隙水 圧  (kN/㎡ ) 

φ '：せ ん断抵 抗 角  (°) 

L ：舌端 部と冠 頭 部亀裂 の 深さの 点 を結ん だ 直線長  (ｍ )  
d ： L と L に平行 でかつ す べり面 に 接する 直 線との 間 の距離  (ｍ ) 

 

図 2-10 （略）  

 
(2) SHIN-Janbu（ シン -ヤ ンブ） 法  

岩盤地 す べりに お ける陥 没 帯の形 成 過程を 模 式的に 示 すと図 2-11 のよう にな

る。SHIN-Janbu 法 は、岩盤 地すべ り におけ る 陥没帯 の 形成過 程 の各段 階 に応じ て

すべり 面 のせん 断 抵抗や 陥 没帯内 の 地下水 圧 の影響 が 変化す る ことを 考 慮して、

Janbu 式を改良 し たもの で あり、 そ の代表 的 な式と し て初動 す べりの 式 と一体 す

べりの 式 につい て 示す。  

 

図 2-11 （略）  

 
ア  岩盤 初動す べ り  

初動す べ りは陥 没 帯形成 過 程の初 期 段階で あ り、主滑 落崖で の せん断 抵 抗が十

分に発 揮 されて い ない状 態 の安定 解 析式で あ る。  

図 2-12 におい て 、①面 a－ a' に 水圧Ｖ が 作用す る 、②面 a－ a' に はせん 断抵

抗が働 か ない、③ 細片 n の 有効重 量 は細片（ n－ 1）と合 体させ て 細片（ n－ 1）の

すべり 面 に働く こ ととす る 。  

 

                <2-10-2> 

 

ここで 、  Wn：ス ラ イス n の 重量  (kN/㎡ ) 

Wn'：ス ラ イス n の 有効重 量 ＝ Wn－ V・ cosθ  (kN/㎡ ) 

 

 

  こ こ で、 f0：修正係 数 、ただ し 、 d/L≦ 0.02 以下 では f0＝ 1.0 

Ｑ：作 用 する水 平 力  (kN/ｍ ) 

W：スラ イスの 重 量  

α：す べ り面傾 斜 角  (°) 

c'：粘着 力  

b：細片 の幅  (ｍ ) 

u：平均 間隙水 圧  

φ '：せ ん断抵 抗 角  (°) 

L：舌端 部と冠 頭 部亀裂 の 深さの 点 を結ん だ 直線長  

d： L と L に平行 で かつす べ り面に 接 する直 線 との間 の 距離  

 
図 2-10 （略）  

 
(2) SHIN-Janbu（ シン -ヤ ンブ） 法  

岩 盤 地 す べ り に お け る 陥 没 帯 の 形 成 過 程 を 模 式 的 に 示 す と 図 2-11 の よ うにな

る。SHIN-Janbu 法 は、岩 盤 地すべ り におけ る 陥没帯 の 形成過 程 の各段 階 に応じ て

す べ り 面 の せ ん 断 抵 抗 や 陥 没 帯 内 の 地 下 水 圧 の 影 響 が 変 化 す る こ と を 考 慮 し て 、

Janbu 式 を 改 良 し た も の で あ り 、 そ の 代 表 的 な 式 と し て 初 動 す べ り の 式 と 一 体 す

べりの 式 につい て 示す。  

 
図 2-11 （略）  

 
ア  岩盤 初動す べ り  

初 動 す べ り は 陥 没 帯 形 成 過 程 の 初 期 段 階 で あ り 、 主 滑 落 崖 で の せ ん 断 抵 抗 が 十

分に発 揮 されて い ない状 態 の安定 解 析式で あ る。  

図 2-12 におい て 、① 面 a－ a' に 水圧Ｖ が 作用す る 、② 面 a－ a' に はせん 断 抵

抗が働 か ない、 ③ 細片 n の有効重 量 は細片 （ n－ 1）と 合体さ せ て細片 （ n－ 1）の

すべり 面 に働く こ ととす る 。  

 

                <2-10-2> 

 

ここで 、 Wn：スラ イス n の 重量  (kN/㎡ ) 

Wn'：ス ラ イス n の 有効重 量 ＝ Wn－ V・ cosθ  (kN/㎡ ) 
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       V 𝛾 𝑍 / sin𝜃 

        Q V ∙ sin𝜃 𝛾 𝑍  

         

γ w：水 の単位 体 積重量  (kN/㎥ ) 

θ：亀 裂 面の水 平 面に対 す る傾斜 角  (°) 

Z  w：亀裂 内水位 高  (ｍ ) 

f 0：簡易 Janbu 式 の修正 係 数  

 

 

図 2-12 亀裂内 水 位 Zw と揚 圧力 u の 分布  

（出典 ） 地すべ り 工学 -最 新のト ピ ックス - ㈱山 海 堂  H7.3 

 
イ  一体 すべり  

図 2-13 におい て 、①水 圧 V は面 a-a' に作 用し、② 面 b-b' に沿う す べり面で

のせん 断 抵抗は 有 効とす る 。  

 

 

 

                      <2-10-3>     

   

 

ここで 、  W n＝ 1 /2 ｔ (h +h ' )b + V co s-1 /2 ( ｔ -   ' )Z w 2 co t  
 

W n：壁脚 部スラ イ スの重 量  (kN)  
ｔ  、   '：土塊 の 湿潤、 水 中の単 位 体積重 量  (kN/㎥ )  

Z  w：壁脚 部尻 a 'で の水位 高  (ｍ ) 

 
図 2-13 ・  図 2-14 （略 ）  

 

       V 𝛾 𝑍 / sin𝜃 

        Q V ∙ sin𝜃 𝛾 𝑍  

 

        γ w：水 の 単位体 積 重量  

θ：亀 裂 面の水 平 面に対 す る傾斜 角  (°) 

Z  w：亀 裂 内水位 高  (ｍ ) 

f 0：簡易 Janbu 式 の修正 係 数  

 

 

 
図 2-12 亀裂内 水 位 Zw と楊 圧力μ の 分布  

（出典 ） 地すべ り 工学 -最 新のト ピ ックス - ㈱山 海 堂  H7.3 

 
イ  一体 すべり  

図 2-13 におい て 、①水 圧 V は面 a-a' に作 用し、 ② 面 b-b' に沿う す べり面で

のせん 断 抵抗は 有 効とす る 。  

 
 
 
                           <2-10-3> 

   
 

ここで 、 W n＝ 1 /2 ｔ (h +h ' )b + V co s-1 /2 ( ｔ -   ' )Z w 2 co t  
 

W n：壁脚 部スラ イ スの重 量  (k N)  
ｔ  、   '：土塊 の 湿潤、 水 中の単 位 体積重 量  (k N/ m 3 )  

Z  w：壁脚 部尻 a 'で の水位 高  ( m )  
 

図 2-13 ・  図 2-14 （略 ）  

 

＋Ｅ

μ
u 
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改  訂  案 現    行 
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(3) ・  (4) （略 ）  

 
２  自 由 地下水 対 応の二 次 元安定 解 析式  

(1) （ 略）  

 
(2) 水中 重量と 浸 透水圧 を 考慮す る 方法  

①  （ 略 ）  

 
②  自由 地下水 対 応 Janbu（ヤン ブ ）式  
 

F
∑ ∑

Σ   

<2-10-8>  
 

ここで 、 ：すべ り面傾 斜 角  (°)  
       ：地下 水 面傾斜 角  (°)  
       W  '：土塊 の 有効重 量  (kN/ｍ ) 

⊿X：細 片の両 壁 に作用 す るせん 断 力の差 （ ⊿ X＝ 0）  
P：地下 水の浸 透 力  (kN/ｍ )  
E a：末端 部に働 く 水平外 力  (kN/ｍ )  
E b：冠頭 部に働 く 水平外 力  (kN/ｍ )  

 
(3) 全重 量と全 間 隙水圧 を 考慮す る 方法  

①  自由 地下水 対 応 Bishop 式  

 

 𝐹
∑

𝛴           <2-10-9>  

    
ここで 、 W：土 塊 の重量  (kN/ｍ )  

b：細片 の幅  (ｍ )  
：す べ り面傾 斜 角  (°) 

       c '：粘着 力  (kN/㎡ ) 

φ '：せん 断抵抗 角  (°)  
u：すべ り面に 作 用する 平 均間隙 水 圧  (kN/㎡ )  

⊿ U：細 片両側 に 作用す る 水圧の 差  (kN/ｍ )  
 
②  （ 略 ）  

 
３  （ 略 ）  

(3) ・  (4) （略 ）  

 
２  自 由 地下水 対 応の二 次 元安定 解 析式  

(1) （ 略）  

 
(2) 水中 重量と 浸 透水圧 を 考慮す る 方法  

①   

 
②  自由 地下水 対 応 Janbu（ヤン ブ ）式  
 

    

         ∑ ∅
           <2-10-8> 

ここで 、 ：すべ り面傾 斜 角  (度 )  
      ： 地下水 面 傾斜角  (度 )  
     W  '：土塊の有 効 重量  ( k N/ m )  

⊿X：細 片の両 壁 に作用 す るせん 断 力の差 （ ⊿ X＝ 0）  
P：地下 水の浸 透 力  ( k N/ m )  
E a：末端 部に働 く 水平外 力  (k N/ m)  
E b：冠頭 部に働 く 水平外 力  (k N/ m)  

 
(3) 全重 量と全 間 隙水圧 を 考慮す る 方法  

①  自由 地下水 対 応 Bishop 式  

 

               <2-10-9> 

   
   こ こで、 W：土塊 の 重量  ( k N/ m )  

b：細片 の幅  (m)  
：す べ り面傾 斜 角  (° )  

      c '： 粘着力  
φ '：せん 断抵抗 角  (° )  
u：すべ り面に 作 用する 平 均間隙 水 圧  ( k N/ m 2 )  

⊿ U：細 片両側 に 作用す る 水圧の 差  (k N/ m)  
 
②  （ 略 ）  

 
３  （ 略 ）  
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改  訂  案 現    行 
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４  近 似 三次元 安 定解析 式  

近似的 に 三次元 効 果を評 価 する方 法 の１つ に Lamb＆ Whitman（ラ ム・フ ィ ットマ

ン）らが 提案し た 方法が あ る。これ は複数 の 縦断面 で の二次 元 安全率 を 求め、縦 断

面の断 面 積で重 み 付け平 均 を取る 方 法であ り 、図 2-15 に示す ように 各 二次元 安 定

解析断 面 での安 全 率 F と断 面積 A を 用い、次 式をも っ て近似 三 次元安 全 率とす る こ

ととし て いる。三 次元安 定 解析で あ る  Leshchinsky（レシュ チ ンスキ ー ）法との 比

較で計 算 精度や 手 法の有 効 性が確 認 されて お り、排 土 工や地 下 水排除 工 の効果 を 三

次元的 に 評価す る ことが 可 能とな る 。  

 

𝐹 ∙ ∙ ∙
                    <2-10-11> 

 

ここに 、 F3D：三次 元安全 率 の近似 値  

F1、 F 2、 F 3：二次 元 解析に よ る安全 率  

A1、 A 2、 A 3：同上 に おける 断 面積  

 
図 2-15 （略）  

 
１０－ ６ －３  強 度定数 の 設定  
〔参考 〕  

極限平 衡 法によ る 安定解 析 では、一 般に先 ず 安全率 を 決定し て から強 度 定数を 逆 算

して求 め る方法 （ 逆算解 析 ）が用 い られる こ とが多 い 。  
逆算解 析 には、 ｃ '、φ 'の設 定の仕 方 により 、 次の方 法 がある 。  

１  （ 略 ）  
 
２  ｃ 'を 設定し て φ 'を逆算 する手 法  
  す べ り 面 粘 土 の 土 質 試 験 結 果 等 か ら ｃ 'を 与 え る 方 法 の ほ か 、 中 ・ 古 生 層 や 結 晶

片岩地 帯 での地 す べりや 、第三紀 層 地すべ り で冠頭 部 亀裂と 末 端部押 出 し現象 が 見

ら れ る も の は 、 す べ り 面 せ ん 断 強 度 は 残 留 強 度 に 低 下 し て い る と 考 え て よ く 、 ｃ '
＝０と 設 定する こ とがで き る。ま た 、すべ り 面粘土 の 土質試 験 結果等 を 与える 方 法

もある 。  
 （以 下 略）  
 
３  残 留 係数法  
  す べ り面に 期 待され る 実際の 平 均せん 断 強さが 、ピーク せ ん断強 さ と残留 せ ん断

強 さ と の 間 の ど の 状 態 に あ る か を 示 す 残 留 係 数 Ｒ を 特 定 す る こ と で 現 在 の 平 均 せ

ん断強 さ を推定 す る方法 で ある。残 留係数 Ｒ は次式 で 表され 、０～１ の 間に値 を 取

る。  

４  近 似 三次元 安 定解析 式  

近 似 的に 三 次 元効 果 を 評価 す る 方法 の １ つ に Lamb＆ Whitman（ラ ム ・ フ ィッ ト マ

ン ）ら が 提 案し た 方 法が あ る 。こ れ は 複数 の 縦 断面 で の 二次 元 安 全率 を も とめ 、 縦

断面の 断 面積で 重 み付け 平 均をと る 方法で あ り、図 2-15 に示す ように 各 二次元 安定

解析断 面 での安 全 率 F と断 面積 A を 用い、 次 式をも っ て近似 三 次元安 全 率とす る こ

と と して い る 。三 次 元 安定 解 析 であ る  Leshchinsky（ レ シ ュチ ン ス キー ） 法 との 比

較 で計 算 精 度や 手 法 の有 効 性 が確 認 さ れて お り 、排 土 工 や地 下 水 排除 工 の 効果 を 三

次元的 に 評価す る ことが 可 能とな る 。  

 

𝐹 ∙ ∙ ∙
                    <2-10-11> 

 

ここに 、 F3D：三次 元安全 率 の近似 値  

F1、 F 2、 F 3：二次 元 解析に よ る安全 率  

A1、 A 2、 A 3：同上 に おける 断 面積  

 
図 2-15 （略）  

 
１０－ ６ －３  強 度定数 の 設定  
〔参考 〕  

極限平 衡 法によ る 安定解 析 では、一 般に先 ず 安全率 を 決定し て から強 度 定数を 逆 算

して求 め る方法 （ 逆算解 析 ）が用 い られる こ とが多 い 。  
逆算解 析 には、 ｃ '、φ 'の設 定の仕 方 により 、 次の方 法 がある 。  

１  （ 略 ）  
 
２  ｃ 'を 設定し て φ 'を逆算 する手 法  
  す べ り面粘 土 の土質 試 験結果 等 からｃ 'を 与える 方 法のほ か 、中・古 生層や 結 晶片

岩地帯 で の地す べ りや、第 三紀層 地 すべり で 冠頭部 亀 裂と末 端 部押出 し 現象が 見 ら

れるも の は、すべ り面せ ん 断強度 は 残留強 度 に低下 し ている と 考えて よ く、ｃ '＝ ０

と設定 す ること が できる 。また、す べり面 粘 土の土 質 試験結 果 等を与 え る方法 も あ

る。。  
 （以 下 略）  
 
３  残 留 係数法  
  す べ り面に 期 待され る 実際の 平 均せん 断 強さが 、ピーク せ ん断強 さ と残留 せ ん断

強さと の 間のど の 状態に あ るかを 示 す残留 係 数 R を特 定する こ とで現 在 の平均 せ ん

断強さ を 推定す る 方法で あ る。残 留 係数Ｒ は 次式で 表 され、０ ～１の 間 に値を と る。 
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 R  

  
ここに 、 τ：平 均 せん断 強 さ、τ p： ピーク 強 度、τ γ：残留 強 度  

 
具体的 な 測定方 法 は、現 状 安全率 で のｃ '-tanφ '図（ 曲線 A）を作成 し 、さら に

ピーク 強 度と残 留 強度を 結 ぶ直線（ 直線 B）を図示 し 、この曲 線 A と直 線 B の交 点

位置の 強 度を現 在 の平均 せ ん断強 さ とする も のであ る 。  

 

 
図 2-16 c'-tanφ ' 図  

 
  既 に せん断 面 が生じ て いるす べ り面粘 土 では、ピ ーク強 度 を測定 で きない こ とか

ら、完 全 軟化強 度 をもっ て 便宜的 に ピーク 強 度とみ な す。  
 
１０－ ６ －４  （ 略）  
 
１０－７ （略）  
 
 

第３章 地すべり防止工事計画 

 

第１節  ・  第２節  （略）  

 
第３節 地すべり防止工事計画の策定 

３－１  （略）  

 
 

 R  

  
ここに 、 τ：平 均 せん断 強 さ、τ p： ピーク 強 度、τ γ：残留 強 度  

 
具 体的 な 測 定方 法 は 、現 状 安 全率 で の ｃ '-tanφ '図 （ 曲線 A） を 作成 し 、 さら に

ピーク 強 度と残 留 強度を 結 ぶ直線 （ 直線 B） を図示 し 、この 曲 線 A と直 線 B の交点

位置の 強 度を現 在 の平均 せ ん断強 さ とする も のであ る 。  
 

 
図 2-16 c'-tanφ ' 図  

 
  既 に せ ん 断 面 が 生 じ て い る す べ り 面 粘 土 で は 、 ピ ー ク 強 度 を 測 定 で き な い こ と

ら、完 全 軟化強 度 をもっ て 便宜的 に ピーク 強 度とみ な す。  
 
１０－ ６ －４  （ 略）  

 
１０－７ （略）  
 
 

第３章 地すべり防止工事計画 

 

第１節  ・  第２節  （略）  

 
第３節 地すべり防止工事計画の策定 

３－１  （略）  

 
 

直線 B
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３－２ 環境の保全  

〔参考 〕  

 環境 に 対する 保 全行為 の 概念  

 開発 に より損 な われる 環 境の影 響 を最小 限 に抑え る ための 保 全行為 に 対して 、「ミ

ティゲ ー ション 」という 概 念があ り 、回避 、最小化 、修正、軽 減、代 償 の５つ の 段階

がある 。  

 事業 に より想 定 される 環 境への 負 荷は、個 々にそ の 事象が 異 なるた め 、どの よ うな

行為を 選 択する か は個別 に 判断す る もので あ るが、場 合によ っ ては関 係 者等と の 協議

が必要 と なるこ と もある 。  

 ミテ ィ ゲーシ ョ ンにつ い ては、第 ２編第 ３ 章３－ ２ －６「 環 境の保 全・形成 へ の寄

与」の 〔 参考〕 に 記され て いる。  

 
第４節 （略）  
 
 

第４章 地すべり防止工の設計 

 

第１節  総説  

〔参考 〕  

１  設 置 目的（ 要 求性能 等 ）の設 定 とその 検 証  

  第 ２ 編第４ 章 第２節 ２ －１「 渓 間工設 計 の基本 的 考え方 」 の〔参 考 〕に準 じ る。 

  

 

２  （ 略 ）  
 

第２節 （略）  

 
第３節 抑制工の設計  

３－１  ～  ３－５  （略）  

 
３－６ ボーリング暗きょ工  

３－６ － １  ～  ３ －６－ ３  （略 ）  

 

３－６ － ４  効 果 の算定  
〔参考 〕  
 ボー リ ング暗 き ょ工の 効 果の推 定 手法  
 ボー リ ング暗 き ょ工の 効 果を推 定 し、適 切 な間隔 を 理論的 に 求める 方 法とし て 、管

暗きょ 公 式を利 用 する方 法 がある 。複雑な 地 すべり 地 の地下 水 挙動を 正 確に把 握 する

３－２ 環境負荷の低減  

〔参考 〕  

 環境 に 対する 保 全行為 の 概念  

 開発 に より損 な われる 環 境の影 響 を最小 限 に抑え る ための 保 全行為 に 対して 、「ミ

ティゲ ー ション 」という 概 念があ り 、回 避、最小化 、修正 、軽 減、代償 の５つ の 段階

がある 。  

 事業 に より想 定 される 環 境への 負 荷は、個 々にそ の 事象が 異 なるた め 、どの よ うな

行為を 選 択する か は個別 に 判断す る もので あ るが、場 合によ っ ては関 係 者等と の 協議

が必要 と なるこ と もある 。  

 ミ テ ィ ゲ ー シ ョ ン に つ い て は 、 第 ２ 編 山 地 治 山 事 業 第 ３ 章 ３ － ２ － ６ 「 環 境 の 保

全・形 成 への寄 与 」の〔 参 考〕に 記 されて い る。  

 
第４節 （略）  

 
 

第４章 地すべり防止工の設計 

 

第１節  総説  

〔参考 〕  

１  設 置 目的（ 要 求性能 等 ）の設 定 とその 検 証  

   第 ２ 編 山 地 治 山 編 第 ４ 章 ２ － １ 「 渓 間 工 設 計 の 基 本 的 考 え 方 」 の 〔 参 考 〕 に 準

じる。  

  

２  （ 略 ）  
 

第２節 （略）  

 
第３節 抑制工の設計  

３－１  ～  ３－５  （略）  

 
３－６ ボーリング暗きょ工  

３－６ － １  ～  ３ －６－ ３  （略 ）  

 

３－６ － ４  効 果 の算定  
〔参考 〕  
 ボー リ ング暗 き ょ工の 効 果の推 定 手法  
 ボー リ ング暗 き ょ工の 効 果を推 定 し、適 切 な間隔 を 理論的 に もとめ る 方法と し て、

管暗き ょ 公式を 利 用する 方 法があ る 。複雑 な 地すべ り 地の地 下 水挙動 を 正確に 把 握す
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ことは 難 しいが 、 ボーリ ン グ暗き ょ 工の位 置 の検証 に は有効 な 方法で あ る。  
その他 に 有限要 素 法など に よる浸 透 流解析 を 用いて 効 果を推 定 する方 法 がある 。  

 

１  管 暗 きょの 公 式  

(1) 被圧 地下水 の 場合  

小柳・ 前 川の式 よ り、ス ト レーナ 有 効区間 で のボー リ ング間 隔 2d はボー リン

グの中 間 点での 水 位低下 計 画高 s と の関係 か ら次式 で 表され る 。  

 

  𝑑 𝑠𝑖𝑛ℎ 𝑒𝑥𝑝 𝑥                     <4-3-1> 

 

𝜃 2 𝑠𝑖𝑛                          <4-3-2> 

 

  𝑥 𝑙𝑛 𝑠𝑖𝑛ℎ 𝜋𝑟0
2𝑏𝑤

𝜋𝑘 𝑠0 𝑠 2
𝑞                    <4-3-3> 

 

  𝑞 𝜋𝑘                       <4-3-4> 

 

  こ こ で、  L  s：有効 ス トレー ナ 区間長  (ｍ ) 

       s 0：管暗 き ょ位置 で の水圧 低 下高 ＝ H－ h  0－ b  w (ｍ ) (h  0≒ r 0)  
       H：原水 位 高  (ｍ )  
       h 0：管暗 き ょ内水 位 高  (ｍ )  
       b w：地下 水 帯厚  (ｍ )  
       k  ：透水 係 数  (ｍ /s)  
       R  ：影響 圏  (ｍ )  
       s  ：ボー リ ングの 中 間点で の 水圧低 下 計画高  (ｍ )  
       a  ：集水 井 からス ト レーナ 区 間中間 ま での距 離  (ｍ )  
       d  ：スト レ ーナ区 間 でのボ ー リング 間 隔の 1/2 (ｍ )  
       r o：管暗 き ょ半径  (ｍ ) 

 

ること は 難しい が 、ボー リ ング排 水 工の位 置 の検証 に は有効 な 方法で あ る。  
その他 に 有限要 素 法など に よる浸 透 流解析 を 用いて 効 果を推 定 する方 法 がある 。  

 
１  管 暗 きょの 公 式  

(1) 被圧 地下水 の 場合  

小柳・前 川の式 よ り、スト レーナ 有 効区間 で のボー リ ング間 隔 2d はボー リング

の中間 点 での水 位 低下計 画 高 s との 関係か ら 次式で 表 される 。  

 

                      <4-3-1> 

 

                        <4-3-2> 

 

                 <4-3-3> 

 

                   <4-3-4> 

  こ こ で、  L  s：有効 ス トレー ナ 区間長  (m)  
       s 0：管暗 き ょ位置 で の水圧 低 下高 ＝ H－ h  0 (m) (h  0≒ r 0)  
       H：原水 位 高  (m)  
       h 0：管暗 き ょ内水 位 高  (m)  
       b  w：地下 水 帯厚  (m)、 k：透 水係数  (m/s)、  
       R：影響 圏  (m)  
       s： ボーリ ン グの中 間 点での 水 圧低下 計 画高  (m)  
       a：集水 井 からス ト レーナ 区 間中間 ま での距 離  (m)  
       d：集水 ボ ーリン グ 先端間 隔 の 1 /2 (m)  
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図 4-6 ボーリ ン グ暗き ょ 工の影 響 範囲（ 横 断方向 ）  

 

 
 

図 4-7 ボーリ ン グ暗き ょ 工の先 端 間隔  

（出典 ） 地すべ り 工学 -理 論と実 践 - ㈱山 海堂  H 元 .3 を一 部修正  

 

(2) 自由 地下水 の 場合  
ア・エヌ・コスチ ャコフ の 式より 、原水位 の 低下及 び 雨水の 浸 透の両 方 を対象

とする 場 合の管 暗 きょ先 端 間隔 2d と平均 水 位高 ℎの関 係を求 め ると次 式 となる 。 

 

ℎ＝ 𝑙𝑛 1                    <4-3-5>  

 𝑞 ≒ 𝛼 𝑘                        <4-3-6> 

   
ここで 、 ℎ：管暗 き ょ標高 か ら測っ た 平均水 位 高  (ｍ )  

h m a x：管 暗きょ 間 での最 高 水位高  (ｍ )  
q 0：雨水 の浸透 を 考慮し な い場合 の 流入量  (㎥ /s)  
r 0：管暗 きょ半 径  (ｍ ) 

：浸透 能 (雨量 強度程 度 ) (ｍ /s) 

k：透水 係 数  (ｍ /s) 

 
図 4-6 ボーリ ン グ暗き ょ 工の影 響 範囲（ 横 断方向 ）  

 

 
 

図 4-7 ボーリ ン グ暗き ょ 工の先 端 間隔  

（出典 ） 地すべ り 工学 -理 論と実 践 - ㈱山 海堂  H 元 .3 を一 部加筆  

 

(2) 自由 地下水 の 場合  
ア ・ エ ヌ ・ コ ス チ ャ コ フ の 式 よ り 、 原 水 位 の 低 下 及 び 雨 水 の 浸 透 の 両 方 を 対 象

とする 場 合の管 暗 きょ先 端 間隔 2d と平均 水 位高 の関 係を求 め ると次 式 となる。 

              <4-3-5>  

𝑞 ≒ 𝛼 𝑘       𝛼 ≒           <4-3-6>   

   
ここで 、 ℎ：管暗 き ょ標高 か ら測っ た 平均水 位 高  (m)  

h m a x：管 暗きょ 間 での最 高 水位高  (m)  
q 0：雨水 の浸透 を 考慮し な い場合 の 流入量  (m 3/ s)  
r 0：管暗 きょ半 径  (m)  
：浸透 能 (雨量強 度程度 ) (m / s)  
k：透水 係 数  (m / s)；  ＝   / 2＋ h m a x /d  

H 
H 

S 0  

h m a x  

S 0  

集 水 井  



 

治山技術基準（昭和 46 年 3 月 27 日付け 46 林野治第 648 号林野庁長官通知）参考の一部改訂新旧対照表 
（下線部は改訂部分） 

改  訂  案 現    行 
 
 

 
 

 

 

23 

：係数 （   / 2＋ h m a x /d）  
H 1：管 暗 きょ標 高 からの 原 水位  (ｍ ) 

R：影響 圏  (ｍ ) 

 
２  管 暗 きょの 影 響半径   

管暗き ょ の影響 半 径は 、揚 水試験 等 で求め る ことが 望 ましい が 、理 論式 から求 め

る場合 の 方法と し てイ・ペ・クサキ ンの式 が ある。次 に被圧 地 下水の 場 合と自 由 地

下水の 場 合の式 を 示す。  
(1)  被圧地 下 水の場 合 の影響 半 径Ｒは 次 式で表 さ れる。  

 

  𝑅 575 ∙ 𝑠 𝑘𝑏  (ｍ )                     <4-3-7>  
 
  こ こ で、 R： 影響圏  (ｍ )  

b  w：地下 水帯厚  (ｍ )  
s 0：管 暗 きょ位 置 での水 位 低下高 ＝ H－ h  0－ b  w (ｍ )  
k：透水 係 数  (ｍ /s)  
h 0：帯水 層上面 か ら管暗 き ょ内の 水 位まで の 高さ  (ｍ ) 

H：原水 位高  (ｍ ) 

 
(2)  自由地 下 水の場 合 の影響 半 径Ｒは 次 式で表 さ れる。  

 

   𝑅 575 ∙ 𝑠 √𝑘𝐻                       <4-3-8>  
 
  こ こ で、 R： 影響圏  (ｍ )  

H：原 水 位高  (ｍ )  
s 0：管 暗 きょ位 置 での水 位 低下高  (ｍ )  
k：透水 係 数  (ｍ /s) 

 

３－７  集水井工  

３－７ － １  ～  ３ －７－ ６  （略 ）  

 
３－７ － ７  安 定 性の検 討  

〔参考 〕  

１  （ 略 ）  

 

２  ラ イ ナープ レ ートの 板 厚  
ライナ ー プレー ト は、弧 形 の波形 鋼 板の４ 辺 にフラ ン ジを取 り 付けた 部 材を使 用

し、円環 に組み 立 てて井 筒 とする も ので 、円 環に荷 重 が作用 す ると楕 円 形に変 形 し、

荷重の 作 用した 側 はへこ ん で土圧 が 減少し 、ふくら ん だ部分 に 荷重が 伝 達され て 全

体とし て 安定し 、 座屈を 防 止する 構 造とな っ ている 。  

H 1：管 暗 きょ標 高 からの 原 水位  (m)  
 
 
 
２  管 暗 きょの 影 響半径  

管 暗き ょ の 影響 半 径 は、 揚 水 試験 等 で 求め る こ とが 望 ま しい が 、 理論 式 か ら求 め

る 場合 の 方 法と し て イ・ ペ ・ クサ キ ン の式 が あ る。 次 に 被圧 地 下 水位 の 場 合と 自 由

地下水 の 場合の 式 を示す 。  
(1)  被圧地 下 水の場 合 の影響 半 径 R は次 式で表 さ れる。  

 

  𝑅 575 ∙ 𝑠 𝑘𝑏  (m)                     <4-3-7>  
 
  こ こ で、 R： 影響圏  (m)  

b  w：地下 水帯厚  
s 0：管 暗 きょ位 置 での水 位 低下高 ＝ H－ h  0 (m)  
k：透水 係 数  (m / s)  
h 0：帯水 層上面 か ら管暗 き ょ内の 水 位まで の 高さ  (m)  

 
 

(2)  自由地 下 水の場 合 の影響 半 径 R は次 式で表 さ れる。  
 

   𝑅 575 ∙ ℎ √𝑘𝐻                        <4-3-8>  
 
  こ こ で、 R： 影響圏  (m)  

H：原 水 位高  (m)  
h 0：不透 水層か ら 管暗き ょ 内の水 位 までの 高 さ  (m)  

 

 

３－７  集水井工  

３－７ － １  ～  ３ －７－ ６  （略 ）  

 
３－７ － ７  安 定 性の検 討  

〔参考 〕  

１  （ 略 ）  

 

２  ラ イ ナープ レ ートの 板 厚  
ラ イナ ー プ レー ト は 、弧 形 の 波形 鋼 板 の４ 辺 に フラ ン ジ を取 り 付 けた 部 材 を使 用

し 、円 環 に 組み 立 て 井筒 と す るも の で 、円 環 に 荷重 が 作 用す る と 楕円 形 に 変形 し 、

荷 重の 作 用 した 側 は へこ ん で 土圧 が 減 少し 、 ふ くら ん だ 部分 に 荷 重が 伝 達 され て 全

体とし て 安定し 、 座屈を 防 止する 構 造とな っ ている 。  
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しかし 、変形の 程 度が大 き い場合 に は座屈 す ること に なるた め 、集 水井 に使用 す

るライ ナ ープレ ー トの板 厚 は、楕 円 ずれ量 を 考慮し て 決定す る 。  

(1) 最大 曲げモ ー メント  

楕円ず れ 量は、 円 環に周 囲 から土 圧 が作用 し た場合 に 図 4-14 のよう に 円形が

楕 円 形 に 変 形 し た 場 合 の 変 形 量 (Ｕ 0)を い い 、 一 様 な 土 圧 Ｐ の 下 で 最 大 曲 げ モ ー

メント Ｍ m a x は、 次式に よ り求め ら れる。  

 

𝑀 𝑃𝑅 𝑈              <4-3-22>  

 
   こ こで、  Ｍ max：最 大曲げ モ ーメン ト  （ kN･ｍ）  
         Ｐ： 土 圧 =ｐ max×1.0 （ kN/ｍ )  
         Ｒ： 集 水井の 半 径  (ｍ )  
         Ｕ 0：初 期楕円 ず れ量  (ｍ )  
         Ｐ c r：座屈危 険 土圧  

           ＝ 1.5×  (kN/㎡ )  

        Ｅ ・ Ｉ ： ラ イ ナ ー プ レ ー ト と 補 強 リ ン グ の 合 成 曲 げ 剛 性  
           Ｅ ： ヤ ン グ 率  (kN/㎡ )  
          Ｉ： 断 面２次 モ ーメン ト  (m 4)  
 

ただし 、有効断 面 積及び 有 効断面 二 次モー メ ントは 集 水孔、ボ ルト孔 等 を考慮

して減 じ る。  

また、初 期楕円 ず れ量は 、崩壊性 の 地盤又 は 押し出 し 性の地 盤 でない 場 合であ

っても 、施工時 の 余掘り が あるた め 、ライ ナ ープレ ー ト集水 井 の初期 楕 円ずれ 量

（Ｕ 0）は 、ライ ナ ープレ ー トの波 高（図 4-15 のａ）の 1/2 に 安全率 1.5 を乗じ

た値を 見 込む 。な お、補強 リング 周 辺は 、部 分的に 固 定する ボ ルトを 含 めた範 囲

（図 4-15 のｂ） まで余 掘 りをす る ことに な る。  
 

図 4-14 ・  図 4-15 （略 ）  

 
(2) 許容 圧縮応 力 度  

最 大 圧 縮 応 力 は 、 Ｍ m a x の と き に 生 ず る 最 大 圧 縮 応 力 と 圧 縮 力 Ｐ ・ Ｒ を 加 え た

ものと な り、次 式 で求め ら れる。  
 

   𝜎 ≦ 𝜎                   <4-3-23>  

   
 

し かし 、 変 形の 程 度 が大 き い 場合 に は 座屈 す る こと に な るた め 、 集水 井 に 使用 す

るライ ナ ープレ ー トの板 厚 は、楕 円 ずれ量 を 考慮し て 決定す る 。  

(1) 最大 曲げモ ー メント  

楕円ず れ 量は 、円 環に周 囲 から土 圧 が作用 し た場合 に 図 4-14 のよう に 円形が楕

円形に 変 形した 場 合の変 形 量 (Ｕ 0)を いい、一 様な土 圧 Ｐの下 で 最大曲 げ モーメ ン

トＭ ma x は 、次式 に より求 め られる 。  

 

                   <4-3-22>  
 
   こ こで、  Ｍ m a x：最大曲げ モ ーメン ト  
         Ｐ： 土 圧 =ｐ m a x×1 .0  
         Ｒ： 集 水井の 半 径  (m)  
         Ｕ 0：初 期楕円 ず れ量  
         Ｐ c r：座屈危 険 土圧  

           
        Ｅ ・ Ｉ ： ラ イ ナ ー プ レ ー ト と 補 強 リ ン グ の 合 成 曲 げ 剛 性  
         Ｅ ： ヤ ン グ 率  
        Ｉ：断 面 2 次モー メント  
 

た だ し 、 有 効 断 面 積 並 び に 有 効 断 面 二 次 モ ー メ ン ト は 集 水 孔 、 ボ ル ト 孔 等 を 考

慮して 減 じる。  

ま た 、 初 期 楕 円 ず れ 量 は 、 崩 壊 性 の 地 盤 又 は 押 し 出 し 性 の 地 盤 で な い 場 合 で あ

っ て も 、 施 工 時 の 余 掘 り が あ る た め 、 ラ イ ナ ー プ レ ー ト 集 水 井 の 初 期 楕 円 ず れ 量

（Ｕ 0） は 、ライ ナ ープレ ー トの波 高 （図 4-15 のａ） の 1/2 に安全 率 1.5 を乗じ

た 値 を 見 込 む 。 な お 、 補 強 リ ン グ 周 辺 は 、 部 分 的 に 固 定 す る ボ ル ト を 含 め た 範 囲

（ 4-15 の ｂ）ま で 余掘り を するこ と になる 。  
 

図 4-14 ・  図 4-15 （略 ）  

 
(2) 許容 圧縮応 力 度  

最大圧 縮 応力は 、Ｍ ma x のと きに生 ず る最大 圧 縮応力 と 圧縮力 Ｐ・Ｒを 加 えたも

のとな り 、次式 で 求めら れ る。  

 

                        <4-3-23>  
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ここで 、 σ max：最 大圧縮 応 力度  （ kN/㎡ )  
Ｐ：土 圧 =ｐ max×1.0 （ kN/ｍ ) 

        Ｒ：集 水 井の半 径  (ｍ )  
        Ａ：集 水 井の断 面 積  (㎡ )  
        Ｚ：集 水 井の断 面 係数  (㎥ )  
        σ a：許 容 圧縮応 力 度  （ kN/㎡ )  
 

なお、補 強リン グ を使用 す るとき は 、補強 リ ングと ラ イナー プ レート の 許容応

力度が そ れぞれ 異 なるの で 、応力 計 算はそ れ ぞれに つ いて行 う 。  
 

(3) （ 略）  

 

３  （ 略 ）  

 
３－７ － ８  （ 略 ）  

 
３－７ － ９  排 水 ボーリ ン グ  

〔参考 〕  

１  ～  ３  （略 ）  

 

４  排 水 管径は 、 次式を 使 用して 算 出する こ とがあ る 。  

(1) （ 略）  
 

(2) Manning（マ ニング ） の式  

 

Q A ∙ R / ∙ I /                      <4-3-34> 

 

  こ こ で、Ｑ ： 管内流 量  （㎥ /s) 

Ａ：管 の 断面積  （㎡）  
ｎ：マ ニ ングの 粗 度係数  （＝ 0.012）  
Ｒ：径 深  （ D/4）  
Ｄ：管 径  （ｍ ）  
Ｉ：動 水 勾配  

 

(3) （ 略）  

 

３－７ － １０  （ 略）  

 

ここで 、 σ m a x：最大圧縮 応 力度  
        Ａ：集 水 井の断 面 積  
        Ｚ：集 水 井の断 面 係数  
        σ a：許 容 圧縮応 力 度  
 
 
 

な お 、 補 強 リ ン グ を 使 用 す る と き は 、 補 強 リ ン グ と ラ イ ナ ー プ レ ー ト の 許 容 応

力度が そ れぞれ 異 なるの で 、応力 計 算はそ れ ぞれに つ いて行 う 。  
 

(3) （ 略）  
 
３  （ 略 ）  
 
３－７ － ８  （ 略 ）  

 
３－７ － ９  排 水 ボーリ ン グ  

〔参考 〕  

１  ～  ３  （略 ）  

 

４  排 水 管径は 、 次式を 使 用して 算 出する こ とがあ る 。  

(1) （ 略）  
 

(2) Manning（マ ニング ） の式  

 

Q A ∙ R / ∙ I /                        <4-3-34> 

 

  こ こ で、ｎ ： マニン グ の粗度 係 数（＝ 0.012）  

 

 

 

 

 

 

(3) （ 略）  

 
３－７ － １０  （ 略）  
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３－８ 排水トンネル工  

３－８ － １  ～  ３ －８－ ７  （略 ）  

 
３－８ － ８  集 水 ボーリ ン グ  

〔参考 〕  

集水ボ ー リング を すべり 面 上部に 貫 入させ る 長さは 、地下水 帯 の分布 を 考慮し て 効

率良く 集 水でき る ように 決 定する が 、貫 入長 が長す ぎ ると不 経 済とな る 。す べり 面の

形状が 波 状の起 伏 を持つ 場 合など は 、実 際の 貫入長 が 設計と 異 なるこ と もあり 、掘進

状況等 を 常にチ ェ ックし て 個々の 集 水ボー リ ングの 最 終的な 掘 進長を 決 定する 。  

 貫入 長 の判断 の 例とし て 有圧地 下 水帯の 場 合は２ ｍ 程度 、自 由地下 水 帯の場 合 は５

ｍ程度 と する事 例 がある 。  

 

３－８ － ９  （ 略 ）  

 
３－９ ～  ３－１３  （略）  
 
第４節 抑止工の設計  

４－１  （略）  

 
４－２ 杭工  

４－２ － １  ・  ４ －２－ ２  （略 ）  

 
４－２ － ３  杭 の 型式  
〔参考 〕  
１  主 な 杭の型 式  

主な杭 の 型式の 特 徴は、 次 のとお り である 。  

(1) 杭の 谷側移 動 層の有 効 抵抗力 を 期待し た 杭の型 式  

①  ～  ③  （略 ）  

 

(2) 杭の 谷側移 動 層の有 効 抵抗力 を 期待し な い杭の 型 式  

抑え杭 ： 杭を片 持 ち梁と し て扱う も の。  

 

(3) すべ り面が 浅 い場合 の 杭の型 式  

半剛体 杭：杭を半 剛体と 考 え、移動 層内で は 剛体杭 と して扱 い 、基 岩層 では弾 性

杭とす る もの。  

 

２  ・  ３  （略 ）  

 
 

３－８ 排水トンネル工  

３－８ － １  ～  ３ －８－ ７  （略 ）  
 

３－８ － ８  集 水 ボーリ ン グ  

〔参考 〕  

集水ボ ー リング を すべり 面 上部に 貫 入させ る 長さは 、地下水 帯 の分布 を 考慮し て 効

率良く 集 水でき る ように 決 定する が 、貫入 長 が長す ぎ ると不 経 済とな る 。すべ り 面の

形状が 波 状の起 伏 をもつ 場 合など は 、実際 の 貫入長 が 設計と 異 なるこ と もあり 、掘進

状況等 を 常にチ ェ ックし て 個々の 集 水ボー リ ングの 最 終的な 掘 進長を 決 定する 。  

 貫入 長 の判断 の 例とし て 有圧地 下 水帯の 場 合は２ ｍ 程度、自 由地下 水 帯の場 合 は５

ｍ程度 と する事 例 がある 。  

 

３－８ － ９  （ 略 ）  
 

３－９  ～  ３－１３  （略）  
 
第４節 抑止工の設計  

４－１  総説  

 
４－２ 杭工  

４－２ － １  ・  ４ －２－ ２  （略 ）  

 
４－２ － ３  杭 の 型式  
〔参考 〕  
１  主 な 杭の型 式  

主な杭 の 型式の 特 徴は、 次 のとお り 。  

(1) 杭の 谷側移 動 層の有 効 抵抗力 を 期待し た 杭の式  

①  ～  ③  （略 ）  

 

(2) 杭の 谷側移 動 層の有 効 抵抗力 を 期待し な い杭の 式  

抑え杭 ： 杭を片 持 ち梁と し て扱う も の。  

 

(3) すべ り面が 浅 い場合  

半 剛 体 杭 ： 杭 を 半 剛 体 と 考 え 、 移 動 層 内 で は 剛 体 杭 と し て 扱 い 、 基 岩 層 で は 弾 性

杭とす る もの。  

 

２  ・  ３  （略 ）  
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４  半 剛 体杭の 設 計理論  
半剛体 杭（剛弾性 杭）は、す べり面 が 浅い地 す べりや 急 傾斜地 で のすべ り の場合 、

杭の強 度 に比べ て 移動層 の 土質強 度 が小さ く 、移動 層 の部分 で は杭は 剛 体杭の 挙 動

を示し、また、杭 の基岩 層 に位置 す る部分 は 土質強 度 が大き い ため、杭 は弾性 杭 の

挙動を 示 すと考 え られて い る。した がって、杭の回 転 中心よ り 上を剛 体 杭、それ よ

り下を Y.L.Chang（チャン ）の式の た わみ杭 と してそ の 挙動を 表 すもの と してい る 。 

 
図 4-18 （略）  

 

(1) 杭の 回転中 心 の地表 か らの深 さ ｚの決 定  

ｈ 1＝β 2ｈに対 し て表 4-1 からｚ 1（ ＝β 2ｚ ）を読み 取 り、次 式 により ｚ を求め

る。  

 

𝑧                           <4-4-7> 

 

   𝛽 ， 𝛽                 <4-4-8> 

 

𝑛                    <4-4-9> 

 

ここで 、   ｈ： 杭打地 点 におけ る すべり 面 深さ  

ｋ h1、ｋ h 2：移動 層 と基岩 層 の水平 地 盤反力 係 数  

β 1、β 2：移動 層 と基岩 層 のβ値  （ｍ -1）  

ｄ、Ｅ Ｉ ：杭の 外 径 (ｍ )と 曲げ剛 性  （ kN・ ㎡）  

 
表 4-1 （略）  

 

［ z 1 の方程式］  

 

𝑧 2ℎ 𝑧 3 ℎ 𝑧 𝑛 ℎ 2ℎ 3 0       <4-4-10> 

 

(2) 回転 角θの 算 定  

 

 𝜃               <4-4-11> 

   

４  半 剛 体杭の 設 計理論  
半剛体 杭（剛 弾性 杭）は、すべり 面 が浅い 地 すべり や 急傾斜 地 でのす べ りの場 合 、

杭 の強 度 に 比べ て 移 動層 の 土 質強 度 が 小さ く 、 移動 層 の 部分 で は 杭は 剛 体 杭の 挙 動

を 示し 、 ま た、 杭 の 基岩 層 に 位置 す る 部分 は 土 質強 度 が 大き い た め、 杭 は 弾性 杭 の

挙 動を 示 す と考 え ら れて い る 。従 っ て 、杭 の 回 転中 心 よ り上 を 剛 体杭 、 そ れよ り 下

を Y.L.Chang（チ ャン） の 式のた わ み杭と し てその 挙 動を表 す ものと し ている 。  

 
図 4-18 （略）  

 

(1) 杭の 回転中 心 の地表 か らの深 さ ｚの決 定  

ｈ １＝ β 2ｈに対 し て表 4-1 からｚ 1（ ＝β 2ｚ ）を読み 取 り、次式 により ｚ を求め

る。  

 

 

                                <4-4-7> 

 

 

<4-4-8> 

 

 

                                      <4-4-9> 

 

ここで 、  ｈ： 杭 打地点 に おける す べり面 深 さ  

ｋ h1、 ｋ h2：移動 層 と基岩 層 の水平 地 盤反力 係 数  

β 1、β 2：移動 層 と基岩 層 のβ値  （ m-1）  

ｄ、Ｅ Ｉ ：杭の 外 径 (m)と 曲げ剛 性  （ kN・ m2）  

 
表 4-1 （略）  

 

［ z1 の方 程式］  

              <4-4-10> 

 

(2) 回転 角θの 算 定  

          <4-4-11> 

H u  

𝛽1
𝑘ℎ1𝑑
4EI

，𝛽2
𝑘ℎ2𝑑
4EI

 

Z
𝑍1

𝛽2

 

𝑛
𝛽1

𝛽2

𝑘ℎ1

𝑘ℎ2
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ここで 、 Ｈ：杭 に 作用す る 奥行き １ ｍ当た り の地す べ り水平 推 力  （ kN/ｍ）  

 

(3) 杭頭 のたわ み ⊿ 0 の算 定  

⊿ 0＝ z・θ  (㎜ )                      <4-4-12> 

 

(4) 最大 曲げモ ー メント Mm a x、最大 せ ん断力 Sm a x の算定  

①  最大 曲げモ ー メント Mm a x 

最大曲 げ モーメ ン トが発 生 する位 置 は、地 す べり推 力 が作用 す る位置（ B 点）

か、基 岩 内にお い て曲げ モ ーメン ト がピー ク となる 位 置（ xp：C～ D 区間 ）のい

ずれか で ある。  

 

B 点での 曲げモ ー メント   

   𝑀 𝑧                     <4-4-13> 

 

C～ D 区間 の曲げ モ ーメン ト  

𝑀𝑥 𝐻 𝑥 6𝑧𝑥 4 𝑧 𝑥 ℎ 3ℎ      <4-4-14> 

 

𝑥 𝑧 𝑧 ℎ 2𝑧 ℎ          <4-4-15> 

 

最大曲 げ モーメ ン ト  

Mma x＝ max(|M B|,|M x p|)                    <4-4-16> 

 
②  （ 略 ）  

 

４ － ２ － ４  杭 材 の 種 別  

〔参考 〕  
１  ・  ２  （略 ）  

 
３  杭 工 に適す る 鋼管の JIS 規格  
 
 
 
 
 
 
 

  こ こ で、 Hu： 水平負 担 力  （ kN/m）  

 

(3) 杭頭 のたわ み ⊿ 0 の算 定  

⊿ 0＝ z・θ                          <4-4-12> 

 

(4) 最大 曲げモ ー メント Mm a x、せん 断 力 Sma x の 算定  

①  最大 曲げモ ー メント Mm a x 

最大曲 げ モーメ ン トが発 生 する位 置 は、地す べり推 力 が作用 す る位置（ B 点）

か 、 基 岩 内 に お い て 曲 げ モ ー メ ン ト が ピ ー ク と な る 位 置 （ xp ： C～ D 区 間 ） の

いずれ か である 。  

 

B 点での 曲げモ ー メント   

                               

 <4-4-13>    

                      

C～ D 区間 の曲げ モ ーメン ト  

 

                                                             <4-4-14> 

             

<4-4-15> 

                

 

最大曲 げ モーメ ン ト  

Mma x＝ max(|M B|,|Mx p|)                   <4-4-16> 

 

②  （ 略 ）  

 

４ － ２ － ４  杭 材 の 種 別  

〔参考 〕  
１  ・  ２  （略 ）  

 
３  杭 工 に適す る 鋼管の J I S 規格  
 
 
 
 
 
 
 

𝑀𝑥𝑝 𝐻 𝑥𝑝
2ℎ
3

𝐸1𝜃ℎ
12

6𝑧𝑥 4 𝑧 𝑥𝑝 ℎ 3ℎ2  

𝑥𝑝 𝑧 𝑧2 2𝐻
𝐸2𝜃

𝐸1ℎ 3𝑧 2ℎ
3𝐸2

ℎ 2𝑧 ℎ  

𝑀𝐵
4𝐸1𝜃ℎ2

81
z

ℎ
3

 



 

治山技術基準（昭和 46 年 3 月 27 日付け 46 林野治第 648 号林野庁長官通知）参考の一部改訂新旧対照表 
（下線部は改訂部分） 

改  訂  案 現    行 
 
 

 
 

 

 

29 

表 4-2 地すべ り 抑止用 の 鋼管に 関 する JIS 規格  

規 格 番 号  名  称  規 格 記 号 と 材 質  

JIS A 5525 鋼 管 ぐ い  
SKK400（ SKK41）  

SKK490（ SKK50）  

JIS G 3444 

一 般 構 造 用 炭 素 鋼 鋼 管  

（ 継 目 無 鋼 管 及 び 外 径 318.5mm 

未 満 の 溶 接 鋼 管 に 限 る ) 

STK400（ STK41）  

STK490（ STK50）  

STK540（ STK55）  

JIS G 5201 溶 接 構 造 用 遠 心 力 鋳 鋼 管  

SCW490-CF（ SCW50-CF） 

SCW520-CF（ SCW53-CF） 

SCW570-CF（ SCW57-CF） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
４  鋼 管 のヤン グ 係数及 び 許容応 力 度  

鋼管の ヤ ング係 数  E＝ 2.0×105N/㎟  

 

表 4-3 鋼材の 許 容応力 度  

鋼 材 規 格  

肉 厚  

ｔ  

（ mm）  

長 期 許 容 応 力 度  

（ Ｎ /㎟ ）  

 

短 期 許 容 応 力 度  

(Ｎ /㎟ ) 

（ 長 期 ×1.5）  

せ ん 断  曲 げ  せ ん 断  曲 げ  

SKK400 

及 び 同 等 品  

t≦ 40 78 137 117 205 

t＞ 40 73 127 109 190 

SKK490 

及 び 同 等 品  

t≦ 40 108 186 162 279 

t＞ 40 98 171 147 256 

SCW490-CF 

及 び 同 等 品  

t≦ 40 108 186 162 279 

t＞ 40 108 186 162 279 

SCW570-CF 

及 び 同 等 品  

t≦ 40 147 254 －  －  

t≦ 75 142 245 －  －  

t＞ 75 137 240 －  －  

（ SCW570-CF は 短 期 を 認 め て い な い 。 ）  

 
５  （ 略 ）  

 
４－２ － ５  杭 の 構造、 間 隔及び 配 列  

〔参考 〕  

１  杭 間 隔の決 定  

杭間隔 D は、次 の ３つの 式 により 算 定され る 値のう ち 最小の 値 とする 。  

 

  𝐷                      <4-4-20> 

 

表 4-2 地すべ り 抑止用 の 鋼管に 関 する JIS 規格  

規 格 番 号  名  称  規 格 記 号 と 材 質  

JIS A 5525 鋼 管 ぐ い  
SKK400（ SKK41）  

SKK490（ SKK50）  

JIS G 3444 

一 般 構 造 用 炭 素 鋼 管  

（ 継 目 無 鋼 管 及 び 外 径 318.5mm 

未 満 の 溶 接 鋼 管 に 限 る ) 

STK400（ STK41）  

STK490（ STK50）  

STK540（ STK55）  

JIS G 5201 溶 接 構 造 用 遠 心 力 鋳 鋼 管  

SCW490CF（ SCW50CF） 

SCW520CF（ SCW53CF） 

SCW570CF（ SCW57CF） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
４  鋼 管 のヤン グ 係数及 び 許容応 力 度  

鋼管の ヤ ング係 数  E＝ 2.0×105N/mm 2 
 

表 4-3 鋼材の 許 容応力 度  

鋼 材 規 格  

肉 厚  

ｔ  

（ mm）  

長 期 許 容 応 力 度  

（ Ｎ /㎟ ）  

短 期 許 容 応 力 度  

（ Ｎ /㎟ ）  

せ ん 断  曲 げ  せ ん 断  曲 げ  

SKK400 

お よ び 同 等 品  

t≦ 40 78 137 117 205 

t＞ 40 73 127 109 199 

SKK490 

お よ び 同 等 品  

t≦ 40 108 186 162 279 

t＞ 40 98 171 147 256 

SCW490CF 

お よ び 同 等 品  

t≦ 40 108 186 162 279 

t＞ 40 108 186 162 279 

SCW570CF 

お よ び 同 等 品  

t≦ 40 147 254 －  －  

t≦ 75 142 245 －  －  

t＞ 75 137 240 －  －  

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
５  （ 略 ）  

 
４－２ － ５  杭 の 構造、 間 隔及び 配 列  

〔参考 〕  

１  杭 間 隔の決 定  

杭間隔 D は、次 の ３つの 式 により 算 定され る 値のう ち 最小の 値 とする 。  

 

  𝐷                      <4-4-20>  
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  𝐷                     <4-4-21> 

 

 𝐷 ∆
                         <4-4-22> 

 

ここで 、 D s：せ ん 断に関 す る所要 杭 間隔  (ｍ )  
･･････抑 え杭、 補 強杭、 せ ん断杭 で 算出  

D m：モー メント に 関する 所 要杭間 隔  (ｍ )  
･･････く さび杭 、 抑え杭 、 補強杭 で 算出  

D y：たわ みに関 す る所要 杭 間隔  (ｍ )  
･･････補 強杭で 算 出  

S a、 M a： 許容せ ん 断力 (kN)と許容 曲 げモー メ ント  (kN・ｍ )  
τ a、 σ a：せん 断 とモー メ ントに 関 する杭 材 の許容 応 力度  (kN/㎡ ) 

⊿ a：杭の 許容た わ み量  (ｍ )  
A、 Z：杭の断面 積  (㎡ )、 断面係 数  (㎥ )  

S m a x：最 大せん 断 力  (kN/ｍ )  
Mm a x：最 大モー メ ント  (kN･ｍ /ｍ )  
y m a x：最 大たわ み  (ｍ ) 

 

      𝛼 ⋅
⋅

                 <4-4-23> 

 

（ d、 t：杭の外 径 と肉厚  (ｍ )、一 般的に は α 0≒ 2.0）  
N f 1：杭 １ 本に作 用 する軸 力  (kN)  
（杭頭 へ の載荷 荷 重、最 大 モ－メ ン ト深度 で の杭荷 重 等）  
N f 2：単 位 幅当た り の軸力  (kN/ｍ )  
（鉛直 負 担力、 杭 頭アン カ ー力等 ）  
 

また、杭 間隔は、中抜け を 起こさ な いよう に 決定す る ことか ら 、施工位 置での 移

動層厚 を 考慮し た 標準杭 間 隔とし て 表 4-4 の 値を目 安 とする 。なお 、こ の他に 杭 の

直径の ８ 倍以内 を 杭間隔 の 目安と す ること も できる 。  

 

表 4-4 （略）  

 
２  ・  ３  （略 ）  

 
 

 
 
                               <4-4-21> 

 

 𝐷 ∆
                         <4-4-22> 

 

ここで 、 D s：せ ん 断に関 す る所要 杭 間隔  (m)  
･･････抑 え杭、 補 強杭、 せ ん断杭 で 算出  

D m：モー メント に 関する 所 要杭間 隔  (m)  
･･････く さび杭 、 抑え杭 、 補強杭 で 算出  

D y：たわ みに関 す る所要 杭 間隔  (m)  
･･････補 強杭で 算 出  

S a、 M a： 許容せ ん 断力 ( k N)と許容 曲 げモー メ ント  (k N・ m)  
τ a、 σ a：せん 断 とモー メ ントに 関 する杭 材 の許容 応 力度  (k N/ m 2)  

⊿ a：杭の 許容た わ み量  (m)  
A、 Z：杭の断面 積  (m 2)、 断面係 数  (m 3)  

S m a x：最 大せん 断 力  (k N / m)  
M m a x：最 大モー メ ント  (k N･m / m)  
y m a x：最 大たわ み  

 

                       <4-4-23> 

 

（ d、 t：杭の外 径 と肉厚  (m)、一 般的に は α 0≒ 2 .0）  
N f 1：杭 １ 本に作 用 する軸 力  (k N)  
（杭頭 へ の載荷 荷 重、最 大 モ－メ ン ト深度 で の杭荷 重 等）  
N f 2：単 位 幅当た り の軸力  (k N / m)  
（鉛直 負 担力、 杭 頭アン カ ー力等 ）  
 

ま た、 杭 間 隔は 、 中 抜け を 起 こさ な い よう に 決 定す る こ とか ら 、 施工 位 置 での 移

動層厚 を 考慮し た 標準杭 間 隔とし て 表 4-4 の値を目 安 とする 。 なお、 こ の他に 杭 の

直径の ８ 倍以内 を 杭間隔 の 目安と す ること も できる 。  

 
表 4-4 （略）  

 

２  ・  ３  （略 ）  
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４－２ － ６  安 定 性の検 討  
〔参考 〕  
１  応 力 度の検 討  

杭に作 用 するせ ん 断力及 び 曲げモ － メント に 関する 応 力度、許 容たわ み は次式 に

より求 め られる 。  
(1)  せん 断応力 度 ･･････抑 え杭、 補 強杭、 せ ん断杭  

 

  𝜏 𝛼 ∙ ≦ 𝜏                       <4-4-24> 

 

ここで 、 τ max： 杭 に生じ る 最大の せ ん断応 力 度  (kN/㎡ ) 

Smax：単 位 幅当り の 力によ り 発生す る 最大せ ん 断力  (kN/ｍ ) 

D：杭間 隔  (ｍ ) 

τ a：許 容 せん断 応 力度  (kN/㎡ ) 

 

𝛼 ⋅
⋅

                 <4-4-25> 

 

（ d、 t： 杭の外 径 と肉厚 (ｍ )、一 般的に は α 0≒ 2.0）  

 

(2) ・  (3) （略 ）  
 
２  （ 略 ）  
 
３  不 動 層への 根 入れ長 の 検討 ･･････全ての 杭  

たわみ 杭 の設計 式 は根入 長 が半無 限 長であ る ことを 前 提とし て いる。設 計式ご と

の算定 法 は次の と おりで あ る。  

(1) くさ び杭  

  𝑙 1.0~1.5 𝑡𝑎𝑛 𝜋 𝛽                  <4-4-30> 

（モ－ メ ント第 １ ゼロ点 の 1.0～ 1.5 倍）  

ここで 、 lr：杭の 根入れ 長  （ｍ ）  

β 1：杭 の 特性値 （ 移動層 ） （ｍ -1）  

β 2：杭 の 特性値 （ 不動層 ） （ｍ -1）  

 

(2) 補強 杭、半 剛 体杭  

   l  r＝ 2 .5   y/β １                      <4-4-31> 

（たわ み 第１ゼ ロ 点の 2.5 倍  λ y： たわみ 第 １ゼロ 点 深さ係 数 ）  

４－２ － ６  安 定 性の検 討  
〔参考 〕  
１  応 力 度の検 討  

杭 に作 用 す るせ ん 断 力及 び 曲 げモ － メ ント に 関 する 応 力 度、 許 容 たわ み は 次式 に

より求 め られる 。  
( 1 )  せん 断応力 度 ･･････抑 え杭、 補 強杭、 せ ん断杭  

 

  𝜏 𝛼 ∙ ≦ 𝜎                      <4-4-24> 

 

ここで 、 τ max： 杭 に生じ る 最大の せ ん断応 力 度  ( k N/ m 2) 
S max：単 位 幅当り の 力によ り 発生す る 最大せ ん 断力  ( k N/ m ) 
D：杭間 隔  (m) 
τ a：許 容 せん断 応 力度  ( k N/ m 2) 

 

                  <4-4-25> 

 

（ d、 t： 杭の外 径 と肉厚 (m)、一般 的には α 0≒ 2.0）  

 

(2) ・  (3) （略 ）  

 
２  （ 略 ）  
 
３  不 動 層への 根 入れ長 の 検討 ･･････全ての 杭  

た わみ 杭 の 設計 式 は 根入 長 が 半無 限 長 であ る こ とを 前 提 とし て い る。 設 計 式ご と

の算定 法 は次の と おりで あ る。  

(1) くさ び杭  

                 <4-4-30> 

（モ－ メ ント第 １ 零点の 1.0～ 1.5 倍 ）  

ここで 、 lｒ ：杭の 根入れ 長  （ｍ ）  

β １ ：杭 の特性 値 （移動 層 ）（ｍ － １ ）  

β ２ ：杭 の特性 値 （不動 層 ）（ｍ － １ ）  

 
( 2 )  補強 杭、半 剛 体杭  

  l  r＝ 2 .5   y／β １                       <4-4-31> 

（たわ み 第１零 点 の 2.5 倍  λ y： 第 １たわ み ゼロ点 深 さ係数 ）  
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図 4-20 （略）  

 

(3) （ 略）  
 
４  杭 谷 側移動 層 の状態 の 検討  

杭谷側 移 動層の 地 盤反力 を 期待す る 設計式 を 採用す る 場合は 、地すべ り が不安 定

化した 時 点で 、杭 谷側移 動 層の地 盤 反力が 十 分期待 で きるか 検 討する 。この検 討 方

法は 、杭 の設 計式 によ り異 なっ てい るが 、補 強杭 理論 では Fd 検定 を用 い、 くさ び

杭理論 や 抑え杭 理 論では 、 杭谷側 移 動土塊 の 有効抵 抗 力の検 討 を行う 。  

(1) F d 検 定 ･･････補強杭  

Fd 検定で は以下 の 方法を 用 いて、 杭 谷側移 動 層の状 態 を検討 す る。  

杭谷側 移 動層単 独 での安 全 率 Fd は次 式で表 さ れる。  

 

                       <4-4-33> 

ここで 、 F d：杭谷 側移動 層 単独の 地 すべり 安 全率  

：杭谷 側 移動層 単 独の安 定 解析式 の 分子項 の 総和  

：杭谷 側 移動層 単 独の安 定 解析式 の 分母項 の 総和  

r ' s：杭谷 側移動 層 の許容 最 大水平 力  (kN/ｍ )  
α：杭 施 工位置 の すべり 面 傾斜角  (°)  

（ヤン ブ の安定 解 析式を 用 いる場 合 は cosα ＝ 1 とす る）  
 

よって 、 F d が全体 の目標 安 全率 F p と等しく な る時の r ' s は次式 と なる。  

                      <4-4-34> 

ここで 、 ：杭谷 側 移動層 単 独の安 定 解析式 の 分子項 の 総和（ F p 対応の 値 ）  

 
杭を介 し て下流 に 伝えら れ る地盤 反 力の合 力 R s に対 し 、次の関 係を満 足 させる 。 
 

r ' s≧ R s                           <4-4-35>  
R s＝ H mu･ρ  

 

図 4-20 （略）  

 

(3 ) （ 略 ）  
 
４  杭 谷 側移動 層 の状態 の 検討  

杭 谷側 移 動 層の 地 盤 反力 を 期 待す る 設 計式 を 採 用す る 場 合は 、 地 すべ り が 不安 定

化 した 時 点 で、 杭 谷 側移 動 層 の地 盤 反 力が 十 分 期待 で き るか 検 討 する 。 こ の検 討 方

法は、杭 の設計 式 により 異 なって い るが、補 強杭理 論 では Fd 検 定を用 い 、くさ び杭

理論や 抑 え杭理 論 では、 杭 谷側移 動 土塊の 有 効抵抗 力 の検討 を 行う。  

(1) F d 検 定 ･･････補強杭  

Fd 検定で は以下 の 方法を 用 いて、 杭 谷側移 動 層の状 態 を検討 す る。  

杭谷側 移 動層単 独 での安 全 率 Fd は次 式で表 さ れる。  

 

                       <4-4-33> 

ここで 、 F d：杭谷 側移動 層 単独の 地 すべり 安 全率  

：杭谷 側 移動層 単 独の安 定 解析式 の 分子項 の 総和  

：杭谷 側 移動層 単 独の安 定 解析式 の 分母項 の 総和  

r ' s：杭谷 側移動 層 の許容 最 大水平 力  
α：杭 施 工位置 の すべり 面 傾斜角  

（ヤン ブ の安定 解 析式を 用 いる場 合 は c o sα＝ 1 とす る）  
 

よって 、 F d が全体 の目標 安 全率 F p と等しく な る時の r ' s は次式 と なる。  

                      <4-4-34> 

ここで 、 ：杭谷 側 移動層 単 独の安 定 解析式 の 分子項 の 総和（ F p 対応の 値 ）  

 
杭を介 し て下流 に 伝えら れ る地盤 反 力の合 力 R s に対 し 、次の 関 係を満 足 させる。 
 

r ' s≧ R s                           <4-4-35>  
R s＝ H m u･ρ  
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33 

ここで 、 H m u：たわ み解析 に 用いる 水 平負担 力  (kN/ｍ )  
ρ：地盤 反力合 力 係数  

 
 (2) （ 略）  
 

５  杭 山 側移動 層 の受働 破 壊の検 討 ･･････全 ての杭  
杭山側 の 移動層 に 受働破 壊 による 新 しい地 す べりが 発 生しな い か検討 を 行う。  
通常、 仮 想すべ り 面安全 率 FAXY は目 標安全 率 以上と な るよう に する。  

 
図 4-21 （略）  

 

  𝛼 45° 𝜙 2 
 

  𝐹
∑ 𝑁 𝑈 𝑡𝑎𝑛𝜙 𝐶 ⋅ 𝐿

∑𝑇 ∑𝑇
∑ 𝑁 𝑈 𝑡𝑎𝑛𝜙 𝐶 ⋅ 𝐿

∑𝑇 ∑𝑇  

<4-4-37> 

 
  こ こ で、α p： 水平面 と XY 面が なす角 度  (°)  
      F A X Y：仮想 す べり面 A XY にお ける安 全 率  
       ∑ ：各ス ラ イスの 総 和を意 味 する  

N A X：すべ り面 AX で各ス ラ イスの す べり面 に 働く法 線 力 (単位 幅当た り ) 

(kN/ｍ )  
N X Y：仮想 すべり 面 XY で各 スライ ス のすべ り 面に働 く 法線力 (単位幅 当

たり ) (kN/ｍ )  
U A X：す べ り面 AX で各ス ラ イスの す べり面 に 働く間 隙 水圧に よ る力 (単

位幅当 た り ) (kN/ｍ )  
      U X Y： 仮想す べ り面 XY で各ス ラ イスの す べり面 に 働く間 隙 水圧に よ る

力 (単位 幅当た り ) (kN/ｍ )  
      T A X：すべり 面 AX で各 スライ ス のすべ り 面に働 く 接線力 (単位幅 当 たり ) 

(kN/ｍ )  
      T X Y：仮想す べ り面 XY で各ス ラ イスの す べり面 に 働く接 線 力 (単位 幅当

たり ) (kN/ｍ )  
      L A X： すべり 面 AX で各 スライ ス のすべ り 面の長 さ  (ｍ ) 

      L X Y：仮想す べ り面 XY で各ス ラ イスの す べり面 の 長さ  (ｍ )  
       Φ ：すべ り 面 AX の 内部摩 擦 角  (°)  
      Φ 1： 仮想す べ り面 XY の内部 摩 擦角  (°)  
        c： すべり 面 AX の粘 着力  (kN/㎡ )  
       c 1：仮想す べ り面 AX の粘着 力  (kN/㎡ )  
 

ここで 、 H m u：たわ み解析 に 用いる 水 平負担 力  
ρ：地盤 反力合 力 係数  

 
( 2 ) （ 略 ）  

 
５  杭 山 側移動 層 の受働 破 壊の検 討 ･･････全 ての杭  

杭山側 の 移動層 に 受働破 壊 による 新 しい地 す べりが 発 生しな い か検討 を 行う。  
通常、 仮 想すべ り 面安全 率 F A X Y は目標安全 率 以上と な るよう に する。  
 

図 4-21 （略）  

 

                <4-4-37>  

  こ こ で、α p： 水平面 と XY 面が なす角 度  (° )  
      F A X Y：仮想 す べり面 A XY にお ける安 全 率  
      ∑ ： 各スラ イ スの総 和 を意味 す る  
      N A X：すべり 面 AX で各 スライ ス のすべ り 面に働 く 法線力 (単 位巾当 た り ) 

( t f / m)  
      N X Y：仮想す べ り面 XY で各ス ラ イスの す べり面 に 働く法 線 力 (単位巾 当

たり ) ( t f / m)  
      U A X：すべ り 面 AX で各スラ イ スのす べ り面に 働 く間隙 水 圧によ る 力 (単

位巾当 た り ) ( t f /m)  
      U X Y：仮想す べ り面 XY で各ス ラ イスの す べり面 に 働く間 隙 水圧に よ る力

(単位巾当 たり ) ( t f / m)  
      T A X： すべり 面 AX で各 スライ ス のすべ り 面に働 く 接線力 (単 位巾当 た り ) 

( t f / m)  
      T X Y：仮想す べ り面 XY で各ス ラ イスの す べり面 に 働く接 線 力 (単位巾 当

たり ) ( t f / m)  
      L A X： すべり 面 AX で各 スライ ス のすべ り 面の長 さ  ( m )  
      L X Y：仮想す べ り面 XY で各ス ラ イスの す べり面 の 長さ  (m)  
      Φ ： すべり 面 AX の内 部摩擦 角  (° )  
      Φ 1： 仮想す べ り面 XY の内部 摩 擦角  (° )  
      c： す べり面 A X の粘着 力  ( t f / m 2 )  
      c 1：仮想す べ り面 AX の粘着 力  ( t f /m 2 )  
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４－２ － ７  （ 略 ）  

 

４－３  シャフト工  

４－３ － １  ・  ４ －３－ ２  （略 ）  

 
４－３ － ３  シ ャ フト工 の 設計式  

〔参考 〕  
剛体杭 と して設 計 する場 合 は、一般 的に力 と モ－メ ン トの釣 り 合いか ら 地中の 回 転

中心を 求 める方 法 が用い ら れるが 、杭谷側 移 動層の 地 盤反力 が 十分に 期 待でき る か否

かで、移 動層の 地 盤反力 が 異なる の で、そ の 取扱い に 注意す る 。杭谷 側 移動層 の 地盤

反力の 判 定方法 は 杭工に 準 じ、杭 本 体の設 計 方法は ケ ーソン に 準ずる 。  

たわみ 杭 の場合 の 設計方 法 は杭工 に 準ずる も のとし 、施工位 置 の状態 や 移動特 性 に

応じて 、 補強杭 、 くさび 杭 、抑え 杭 等の設 計 式を選 定 する。  

１  水 平 外力  

シャフ ト 杭は、 た わみ杭 に 比べて 直 径 2b が 大きく 、 また躯 体 重量も 無 視でき ず

回転に 伴 って底 面 に発生 す るせん 断 力と地 盤 反力度 も 考慮す る 。底面 で の地盤 反 力

分布は 、一般に 図 4-22 に示 す２つ の ケース が あり 、ケ ース (1)のよう に 台形分 布 の

場 合 は 躯 体 の 浮 き 上 が り を 生 じ な い が 、 ケ ー ス (2)で は 浮 き 上 が り を 生 じ 、 そ の 取

り扱い を 異にす る 。  

 
図 4-22 （略）  

 
したが っ て、シャ フト杭 に おいて は 、考慮す べき水 平 外力は、回転点 か ら上で の

地すべ り 滑動力 H 及び回 転 に伴っ て 生ずる 水 平方向 の 地盤反 力 の p の合 力 P、回 転

点から 下 での p'の 合力 P'及 び底面 で のせん 断 力 R'の４ 項目で あ る。こ こ での未 知

数は、 回 転点 O の深さ h'と 回転角 θ の２項 目 であり 、 点 O につ いて水 平 方向の 力

のつり 合 い条件 と モーメ ン トのつ り あい条 件 の２式 を とり、こ れを連 立 して解 け ば

よい。 以 下、便 宜 的に kh を k の記 号で示 す 。  

いま、図 4-22 に示 すよう に すべり 面 から下 で の地盤 反 力係数 を k'とし、すべり

面 か ら の 高 さ a= l/3 の と こ ろ に 地 す べ り 合 力 が 働 く も の と す る 。 す べ り 面 か ら 下

h'(h≧ 0)の深さ に 回転点 O があり 、角θだ け 回転し た ものと す れば 、こ れによ っ て

地 盤 反 力 度 の 分 布 は 図 の と お り で あ る 。 な お 、 最 上 層 は 地 表 面 で k3=0、 底 面 層 で

k3 の三 角 形分布 、たわみ は 高さ y に 関して (h'+y)θの 直線で 与 えられ て おり、こ れ

による 地 盤反力 度 の合力 を p3、点 O のまわ り のモー メ ント を m3 とすれ ば 、それ ぞ

れ ( l - l 3)か ら l まで 積分し て 、  

𝑝 𝑘 𝑙 𝜃 3ℎ 3𝑙 2𝑙                  <4-4-39> 

𝑚 𝑘 𝑙 𝜃 6𝑙 6ℎ 8𝑙 𝑙 3𝑙 4ℎ 𝑙         <4-4-40> 

４－２ － ７  （ 略 ）  

 

４－３  シャフト工  

４－３ － １  ・  ４ －３－ ２  （略 ）  

 
４－３ － ３  シ ャ フト工 の 設計式  
〔参考 〕  

剛 体 杭と し て 設計 す る 場合 は 、 一般 的 に 力と モ － メン ト の 釣り 合 い から 地 中 の 回 転

中心を 求 める方 法 が用い ら れるが 、杭谷側 移 動層の 地 盤反力 が 十分に 期 待でき る か否

かで、移 動層の 地 盤反力 が 異なる の で、その 取扱い に 注意す る 。杭谷側 移動層 の 地盤

反力の 判 定方法 は 杭工に 準 じ、杭 本 体の設 計 方法は ケ ーソン に 準ずる 。  

た わ み杭 の 場 合の 設 計 方法 は 杭 工に 準 ず るも の と し、 施 工 位置 の 状 態や 移 動 特 性 に

応じて 、 補強杭 、 くさび 杭 、抑え 杭 等の設 計 式を選 定 する。  

１  水 平 外力  

シャフ ト 杭は 、た わみ杭 に 比べて 直 径 2b が 大きく 、また躯 体 重量も 無 視でき ず 回

転 に伴 っ て 底面 に 発 生す る せ ん断 力 と 地盤 反 力 度も 考 慮 する 。 底 面で の 地 盤反 力 分

布は、 一 般に 図 4-22 に示す ２つの ケ ースが あ り、ケ ー ス (1)の ように 台 形分布 の 場

合は躯 体 の浮き 上 がりを 生 じない が 、ケ ース (2)では浮 き上が り を生じ 、その取 り 扱

いを異 に する。  

 
図 4-22 （略）  

 
し たが っ て 、シ ャ フ ト杭 に お いて は 、 考慮 す べ き水 平 外 力は 、 回 転点 か ら 上で の

地すべ り 滑動力 H 及び回 転 に伴っ て 生ずる 水 平方向 の 地盤反 力 の p の合 力 P、回転

点から 下 での p'の合力 P'及び底面 で のせん 断 力 R'の４ 項目で あ る。こ こ での未 知

数は、回 転点 O の 深さ h'と 回転角 θ の２項 目 であり 、点 O につ いて水 平 方向の 力の

つり合 い 条件と モ ーメン ト のつり あ い条件 の 2 式をと り、こ れ を連立 し て解け ば よ

い。以 下 、便宜 的 に kh を k の記号 で示す 。  

いま、 図 6-15 に示 すよう に すべり 面 から下 で の地盤 反 力係数 を k'とし、 すべり

面 か ら の 高 さ a=l/3 の と こ ろ に 地 す べ り 合 力 が 働 く も の と す る 。 す べ り 面 か ら 下

h'(h≧ 0)の深さ に 回転 点 O があり 、 角θだ け 回転し た ものと す れば、 こ れによ っ て

地盤反 力 度の分 布 は図の と おりで あ る。な お 、最上 層 は地表 面 で k3=0、底面層 で k3

の三角 形 分布、 た わみは 高 さ y に関 して (h'+y)θの直 線で与 え られて お り、こ れ に

よる地 盤 反力度 の 合力を p3、点 O の まわり の モーメ ン トを m3 とすれ ば 、それ ぞ れ

(l-l 3)から l まで 積分し て 、  

                      <4-4-39> 

                <4-4-40> 
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p 1 ， p 2 は 台形分 布 、 p ' 1 ， p ' 2 は三角 分 布であ る から、 そ れぞれ の 合力及 び 重心の 高

さ c は 計 算によ り 求めら れ る。  
 

H－ P－ P '－ R '＝ 0                       <4-4-41>  
 

ここで 、 P 2b 𝑝′ 𝑝 𝑝 𝑝 、  𝑃 2b𝑝′  
     𝑅 𝑘 ℎ 𝑙 𝜃 ⋅ 𝐴 
 
      A： 杭底面 積 (図 4-22 のケー ス (2)の場 合は式 4-4-46 の A') (㎡ )  

k ' s：水 平 方向の せ ん断ば ね 係数＝ λ kv (kN/㎥ )  
(∵λ =1/3～ 1/4) 

k v：鉛直 方向の 地 盤反力 係 数  (kN/㎥ )  
 

なお、地 盤反力 係 数 ks、kv につい て は、k0 を直径 30cm の鋼体 円盤に よ る平板 載

荷試験 に よる値 に 相当す る 地盤反 力 係数と し 、標準 貫 入試験 N 値を用 い る場合 は 、

地盤反 力 係数 k と し次式 に より求 め られる 。  

 

𝑘 12.8𝑘 ⋅ 𝐵                       <4-4-42> 

 
ここで 、 B：載荷 幅  =2b (ｍ )  

      𝑘 𝛼 ∙ 𝐸 /30， α 1 𝐸 28𝑁 
 

た だ し 、 水 平 方 向 反 力 係 数 の 場 合 は 、 前 面 に 対 す る 側 面 の 分 担 に よ る 増 加 分 を

20％見込 む。  

 
２  モ ー メント の 釣り合 い  
 

𝐻 𝛼 ℎ 2𝑏 𝑝 ⋅ 𝑐 𝑝 ℎ 𝑐 𝑝 ℎ 𝑙 𝑐 𝑚 𝑝 ℎ 2𝑏 ⋅ 𝑝 ⋅ 𝑐 𝑅 𝑙 ℎ 𝑀 0 
     <4-4-43> 

 
ここで 、 M ' B は底 面の地 盤 反力度 に 関する モ ーメン ト であり 、 これと 地 盤反力 度

q 1， q 2 は 次式で 表 される 。  
 

台形分 布 ：  

      𝑀′ 𝑏 ∙ 𝑘𝑣 ∙ 𝛼 ∙ 𝜃 𝛼 0.589            <4-4-44> 

      𝑞 , 𝑞 𝑘 ∙ 𝑏 ∙ 𝜃               <4-4-45> 

 

p 1 ， p 2 は 台 形 分 布 、 p ' 1 ， p ' 2 は 三 角 分 布 で あ る か ら 、 そ れ ぞ れ の 合 力 及 び 重 心 の 高

さ c は 計 算によ り 求めら れ る。  
 

H― P― P '― R '＝ 0                       <4-4-41>  
 

ここで 、 P 2b 𝑝′ 𝑝 𝑝 𝑝 、  𝑃 2b𝑝′  

      

     A：杭 底面積 (図 4-22 のケー ス (2)の場 合は式 4-4-46 の A')  
k ' s：水 平 方向の せ ん断ば ね 係数＝ λ kv  

(∵λ =1/3～ 1/4) 

kv：鉛直 方向の 地 盤反力 係 数  
 

なお、 地 盤反力 係 数 ks、 kv については、 k0 を直径 30cm の鋼体円盤による平板載

荷試験 に よる値 に 相当す る 地盤反 力 係数と し 、標準 貫 入試 験 N 値を用 い る場合 は 、

地盤反 力 係数 k と し次式 に より求 め られる 。  

 

                         <4-4-42>  

ここで 、 B：載荷 幅  =2b  

      𝑘 𝛼 ∙ 𝐸 /30， α 1 𝐸 28𝑁 
 

た だ し 、 水 平 方 向 反 力 係 数 の 場 合 は 、 前 面 に 対 す る 側 面 の 分 担 に よ る 増 加 分 を

20％見込 む。  

 
２  モ ー メント の 釣り合 い  

  

     <4-4-43> 

 
こ こ で 、 M ' B は 底 面 の 地 盤 反 力 度 に 関 す る モ ー メ ン ト で あ り 、 こ れ と 地 盤 反 力 度

q 1， q 2 は 次式で 表 される 。  
 

台形分 布 ：  

      𝑀′ 𝑏 ∙ 𝑘𝑣𝛼 ∙ 𝜃 𝛼 0.589             <4-4-44> 

      𝑞 , 𝑞 𝑘 ∙ 𝑏 ∙ 𝜃               <4-4-45>  
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ここで 、 W：シ ャ フト杭 単 位長当 た りの重 量  (kN/ｍ )  
U：杭に 働く浮 力  (kN)  
 

三角形 分 布：𝑀 𝐾 ⋅ 𝑏 ⋅ 𝑉 ⋅ 𝜃 
       𝑞 𝑘 ⋅ 𝑏 ⋅ 𝜃 
 

ここで 、 v：底面 の 形状に よ って定 ま る定数  

              𝑣 𝑠𝑖𝑛 𝛽 𝑐𝑜𝑠 𝛽 𝜋 𝛽 𝑠𝑖𝑛 4𝛽              <4-4-46> 

 

  また  𝐴 𝑏 𝜋 𝛽 𝑠𝑖𝑛 𝛽 𝑐𝑜𝑠 𝛽                    <4-4-47> 

 

 と し 、 式 <4-4-41>、 <4-4-43>及 び <4-4-44>～ <4-4-47>か ら θ と h'を 求 め 、 一 連 の

検定を 行 い、各 応 力を計 算 する。  

 
図 4-23 （略）  

 
４－３ － ４  ～  ４ －３－ ７  （略 ）  

 
４－４ アンカー工  

４－４ － １  目 的  
〔参考 〕  
 アン カ ー工の 基 準  
 アン カ ー工の 詳 細につ い ては、 地 盤工学 会 「グラ ウ ンドア ン カー設 計 ・施工 基 準、

同解説 （ JGS4101-2012）」 に準じ る 。  
４－４ － ２  位 置 及び打 設 角度、 配 列  
〔参考 〕  
１  ・  ２  （略 ）  
 
３  所 要 アンカ ー 力の算 出   

アンカ ー 工の所 要 アンカ ー 力は、次 のとお り とする。なお、崩 壊の危 険 性の高 い

斜面に お いて 、ア ンカー 工 に締め 付 け効果 を 期待す る 場合は 、第２編 第 ５章第 ３ 節

３－８ 「 グラウ ン ドアン カ ー工」 を 参照す る 。  

 

(1) 通常 の地す べ りでの 算 出式   

地すべ り を抑止 す るため に は「 引き 止め機 能 」の み考 慮する の で、地す べり単

位幅 (ｍ )当たり の 所要ア ン カー力 (P)は、安 定解析 式 により 次 のよう に なる。  

 

 

ここで 、 W：シ ャ フト杭 単 位長当 た りの重 量  
U：杭に 働く浮 力  
 

三角形 分 布：  

        

ここで 、 v：底面 の 形状に よ って定 ま る定数  

                              <4-4-46> 

 

  ま た                   <4-4-47> 

 
 とし、式 <4-4-41>、<4-4-43>及び <4-4-44>～ <4-4-47>からθ と h'を求 め、一連 の検

定を行 い 、各応 力 を計算 す る。  

 

図 4-23 （略）  

 
４－３ － ４  ～  ４ －３－ ７  （略 ）  

 
４－４ アンカー工  

４－４ － １  目 的  
〔参考 〕  
 アン カ ー工の 基 準  
 アン カ ー工の 詳 細につ い ては、地 盤工学 会 基準「 グ ラウン ド アンカ ー 設計・施 工基

準」（ JGS4101-2012）及び 同解説 」 に準じ る 。  
４－４ － ２  位 置 及び打 設 角度、 配 列  
〔参考 〕  
１  ・  ２  （略 ）  
 
３  所 要 アンカ ー 力の算 出   

ア ンカ ー 工 の所 要 ア ンカ ー 力 は、 次 の とお り と する 。 な お、 崩 壊 の危 険 性 の高 い

斜 面に お い て、 ア ン カー 工 に 締め 付 け 効果 を 期 待す る 場 合は 、 第 ２編 山 地 治山 事 業

第５章 第 ３節３ － ８「グ ラ ウンド ア ンカー 工 」を参 照 する。  

 

(1) 通常 の地す べ りでの 算 出式   

地すべ り を抑止 す るため に は「引き 止め機 能 」のみ考 慮する の で、地す べり単

位幅 (ｍ )当たり の 所要ア ン カー力 (P)は、安 定解析 式 により 次 のよう に なる。  

 

 

4
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①  Fellenius（フ ェレニ ウ ス）式 に よる場 合   
 
   P =〔 (F－ F0 )/ F〕 ・ sec(α ＋θ )・ Σ T           <4-4-48> 

 
ここで 、 F：計画 安全率  

F =Σ S  /(Σ T－ R)  
R：アン カ－に よ る地す べ り抑止 力  (kN/ｍ )  
R =P・ c o s(α＋θ )  
α：ア ン カーと の 交点で の すべり 面 傾斜  (°)  
θ：ア ン カー傾 斜 角  (°)  
F 0：初期 安全率  F 0＝Σ S  /Σ T  
Σ T＝Σ W・ s inα  
Σ S＝安 定解析 式 右辺の 分 子項  

 
②  Janbu（ヤン ブ ）式に よ る場合  

 
P＝｛〔 Ｆ (Σ T＋Ｑ )－ｆ ０Σ S〕 /F｝・ sec(α＋θ )c o sα    <4-4-49>  

 
ここで 、 F =ｆ ０Σ S  /(Σ T＋ Q－ R)  

       R = P・ co s(α ＋θ )/cosα  
       F 0＝ｆ ０Σ S  /(Σ T＋ Q)  

Σ T =Σ W・ t anα  
Σ S＝安 定解析 式 右辺の 分 子項  

Q：冠頭 部の亀 裂 を埋め て いる水 に よる水 平 水圧等 の 外力  (kN/ｍ )  
    ｆ ０： 修 正係数 ≒ (50ｄ /L) 1 / 3 3 . 6  

 
 
ただし 、 ｄ /L≦ 0 .0 2 でｆ ０＝ 1  

L：舌端 部と冠 頭 部亀裂 の 深さの 点 を結ん だ 直線長  (ｍ )  
ｄ： L と L に平行 、かつ 、 すべり 面 に接す る 直線と の 間の距 離  (ｍ ) 

 
③  Bishop（ビシ ョップ ） 式によ る 場合  

 
   P =(FΣ T -Σ S)／ F c o s(α＋θ )               <4-4-50>  
 

ただし 、Bishop 式 又は Janbu 式を用 いる場 合 には、安 定解析 式 の両辺 に 目標

安全率 F を含ん で いるこ と から、 求 めた P を それぞ れ の式に 代 入し、 こ の P
のもと で 目標安 全 率 F が実 現され る ことを 確 認する 。  

 

①  Fellenius（フ ェレニ ウ ス）式 に よる場 合   

 
   P =〔 (F－ F 0  ) /  F〕・ sec(α＋ θ )・Σ T           <4-4-48>  
 

ここで 、 F：計画 安全率  
F =Σ S/(Σ T－ R)  
R：アン カ－に よ る地す べ り抑止 力  
R =P・ c o s(α＋θ )  
α：ア ン カーと の 交点で の すべり 面 傾斜  
θ：ア ン カー傾 斜 角  
F 0：初期 安全率  F 0＝Σ S/Σ T  
Σ T＝Σ W・ s inα  
Σ S＝安 定解析 式 右辺の 分 子項  

 
②  J anbu（ヤン ブ ）式に よ る場合  

 
P＝｛〔 Ｆ (Σ T＋Ｑ )－ｆ ０Σ S〕 /F｝・ sec(α＋θ )c o sα    <4-4-49>  

 
ここで 、 F =ｆ ０Σ S  /(Σ T＋ Q－ R)  

       R = P・ co s(α ＋θ )/cosα  
       F 0＝ｆ ０Σ S  /(Σ T＋ Q)  

Σ T =Σ W・ t anα  
Σ S＝安 定解析 式 右辺の 分 子項  

Q：冠頭 部の亀 裂 を埋め て いる水 に よる水 平 水圧等 の 外力  
        ｆ ０： 修 正係数 ≒ (50ｄ /L) 1 / 3 3 . 6  

 
 
ただし 、 ｄ /L≦ 0 .0 2 でｆ ０＝ 1  

L：舌端 部と冠 頭 部亀裂 の 深さの 点 を結ん だ 直線長  
ｄ： L と L に平行 、かつ 、 すべり 面 に接す る 直線と の 間の距 離  

 
③  B i sho p（ビシ ョ ップ） 式 による 場 合  

 
   P =(FΣ T -Σ S)／ F c o s(α＋θ )               <4-4-50>  
 

ただし 、 Bi sh op 式又は J a n b u 式を用いる場 合 には、 安 定解析 式 の両辺 に 目標

安全率 F を含ん で いるこ と から、求 めた P を それぞ れ の式に 代 入し、こ の P の

もとで 目 標安全 率 F が実現 される こ とを確 認 する。  
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(2) 移動 層が薄 く 、急傾 斜 崩壊タ イ プの地 す べりで の 算出式  

斜面傾 斜 が急傾 斜 で、浅い すべり の 場合は「 引き止 め 機能 」と「締 め付 け機能 」

の両方 を 考慮す る ので、 ア ンカ－ 力 (P)は、 安定解 析 式によ り 次のよ う になる 。  

①  Fellenius 式に よる場 合  
P =Σ T(F－ F 0)/〔 F・ co s(α ＋θ )＋ s i n(α＋θ ) t anφ〕     <4-4-51>  

 
②  Janbu 式によ る 場合  

P＝ (FΣ T－ｆ ０Σ S)/〔 F c o s(θ＋α )/cosα＋ ｆ ０ s i nθ t anφ '/nα〕 <4-4-52>  
 

ここで 、 ｎ α＝ co s 2α（ 1 + t anα t anφ '/F）  
 

③  Bishop 式によ る場合  
P =(FΣ T－Σ S）/〔 Fc o s(θ +α )＋ s inθ t anφ '/（ co sα + s i nα t a nφ '/F）〕<4-4-53> 

 
４  ア ン カー工 の 配置の 目 安  

(1) ・  (2) （略 ）  

 
(3) アン カー傾 角  

アンカ ー 傾角は、注入材 硬 化時に 生 ずる残 留 スライ ム 及びグ ラ ウトブ リ ージン

グがア ン カーの 耐 力に大 き く影響 す るので、水平面 よ り－５°～＋５°の範囲 は

避ける 。  

 

５  （ 略 ）  

 
４－４ － ３  （ 略 ）  

 
 
４－４ － ４  安 定 性の検 討  
〔参考 〕  
１  引 張 り材（ テ ンドン ） の選定   

設 計 ア ン カ ー 力 (Ｔ d)は 次 式 に よ り 求 め 、 Ｔ d に 対 し て 安 全 な 引 張 り 材 を 選 定 す

る。  
 

Ｔ d＝Ｐ ・ Ｄ /n                        <4-4-54>  
 
ここで 、 Ｔ d：設 計 アンカ ー 力  (kN/本 )  

Ｐ：地 す べり単 位 幅当た り の所要 ア ンカ－ 力  (kN/ｍ )  
Ｄ：ア ン カー設 置 間隔  (ｍ )  

n：施工 段数  

(2) 移動 層が薄 く 、急傾 斜 崩壊タ イ プの地 す べりで の 算出式  

斜面傾 斜 が急傾 斜 で、浅 い すべり の 場合は「 引き止 め 機能」と「締め 付 け機能」

の両方 を 考慮す る ので、 ア ンカ－ 力 (P)は、 安定解 析 式によ り 次のよ う になる 。  

①  F e l l en i u s 式に よ る場合  
P =Σ T(F－ F 0)/〔 F・ co s(α ＋θ )＋ s i n(α＋θ ) t anφ〕     <4-4-51>  

 
②  J anbu 式によ る 場合  

P＝ (FΣ T－ｆ ０Σ S)/〔 F c o s(θ＋α )/cosα＋ ｆ ０ s i nθ t anφ ' / nα〕  <4-4-52>  
 

ここで 、 ｎα＝ c o s 2α（ 1 + t a nα t anθ /F）  
 

③  B i sho p 式によ る場合  
P =(FΣ T－Σ S） /〔 F co s(θ +α )＋ s inθ t anφ ' / co sα + si nα t anθ / F）〕  <4-4-53> 

 

４  ア ン カー工 の 配置の 目 安  

(1) ・  (2) （略 ）  

 
(3) アン カー傾 角  

ア ン カ ー 傾 角 は 、 注 入 材 硬 化 時 に 生 ず る 残 留 ス ラ イ ム 及 び グ ラ ウ ト ブ リ ー ジ ン

グ が ア ン カ ー の 耐 力 に 大 き く 影 響 す る の で 、 水 平 面 よ り -10°～ +10°の 範 囲 は 避

ける。  

 

５  （ 略 ）  

 
４－４ － ３  （ 略 ）  

 
 
４－４ － ４  安 定 性の検 討  
〔参考 〕  
１  引 張 り材（ テ ンドン ） の選定   

設計ア ン カー力 (Ｔ d )は次式 により 求 め、Ｔ d に対して 安 全な引 張 り材を 選 定する 。 
 
 

Ｔ d＝Ｐ ・ Ｄ÷n                        <4-4-54>  
 
ここで 、 Ｔ d：設 計アン カ ー力  (k N/本 )  

Ｐ：地 す べり単 位 幅当た り の所要 ア ンカ－ 力  (k N/m)  
Ｄ：ア ン カー設 置 間隔  (m)  
n：施工 段数  
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引張り 材 の許容 応 力度は 、 鋼材の 引 張り強 度 の 60％、又は降 伏 強度の 75％のい

ずれか 小 さい値 以 下とす る 。   
 
２  ・  ３  （略 ）  
 
４  ア ン カー体 の 決定  

アンカ － 体は、地 すべり 滑 動力が 発 生した 場 合に受 圧 板と一 体 となっ て 引き抜 き

作用に 対 して抵 抗 し、地す べり移 動 を抑止 す るもの で 、引抜抵 抗力は、極限引 抜 力

を基に 十 分な安 全 性を確 保 するよ う 設計す る 。な お 、極限引 抜 力はア ン カー試 験 に

より確 認 する。試 験方法 は 、地 盤工 学会基 準「グ ラウ ンドア ン カー設 計・施工基 準、

同解説（ JGS4101-2012）」に準じて 行 い、必 要 に応じ て アンカ ー 計画の 見 直しを 行

う。  

(1) 摩擦 型アン カ ー体の 設 計  

摩擦型 の アンカ ー 体の定 着 長は理 論 的には 、テンド ン（引 張り 材）とグ ラウト

との付 着 力から 求 められ る 長さと、グラウ ト と地盤 と の摩擦 抵 抗から 求 められ る

長さを 比 較し、 い ずれか 長 い方を も って決 定 する。  
 

①  テン ドンと グ ラウト と の付着 力 により 求 まるテ ン ドン拘 束 長（ L s a）  
 

    𝐿
⋅

                       <4-4-55>  

 
ここで 、 L sa：テ ン ドン拘 束 長  (ｍ )  

Ｔ d：設 計 アンカ ー 力  (kN/本 )  
Ｕ：テ ン ドンの 見 掛け周 長  (ｍ )  
τ b a：グ ラウト と テンド ン の許容 付 着応力 度  (kN/㎡ )  

②  グラ ウトと 地 盤の摩 擦 抵抗か ら 求まる ア ンカー 体 長  L a）  
 

    𝐿 𝑓
⋅ ⋅

                      <4-4-56> 

 

ここで 、 L a：アン カ－体 長  (ｍ )  
ｄ A：アン カー体 径  (ｍ )  
τ：周 面 摩擦抵 抗  (kN/㎡ )  

f s：安全 率（ 2.5）  
 

（以下 略 ）  
 
 

引張り 材 の許容 応 力度は 、鋼材の 引 張り強 度 の 60％、又は降 伏 強度の 7 5％のい ず

れか小 さ い値以 下 とする 。   
 
２  ・  ３  （略 ）  
 
４  ア ン カー体 の 決定  

ア ンカ － 体 は、 地 す べり 滑 動 力が 発 生 した 場 合 に受 圧 板 と一 体 と なっ て 引 き抜 き

作 用に 対 し て抵 抗 し 、地 す べ り移 動 を 抑止 す る もの で 、 引抜 抵 抗 力は 、 極 限引 抜 力

を 基に 十 分 な安 全 性 を確 保 す るよ う 設 計す る 。 なお 、 極 限引 抜 力 はア ン カ ー試 験 に

より確 認 する。試 験方法 は 、地盤工 学会基 準「グラウ ンドア ン カー設 計・施工基 準」

（ JGS4101-2012） 及 び 同解 説 」 に準 じ て 行い 、 必 要に 応 じ てア ン カ ー計 画 の 見 直 し

を行う 。  

(1) 摩擦 型アン カ ー体の 設 計  

摩 擦 型 の ア ン カ ー 体 の 定 着 長 は 理 論 的 に は 、 テ ン ド ン （ 引 張 り 材 ） と グ ラ ウ ト

と の 付 着 力 か ら 求 め ら れ る 長 さ と 、 グ ラ ウ ト と 地 盤 と の 摩 擦 抵 抗 か ら 求 め ら れ る

長さを 比 較し、 い ずれか 長 い方を も って決 定 する。  
 

①  テン ドンと グ ラウト と の付着 力 により 求 まるテ ン ドン拘 束 長（ L s a）  
 

                           <4-4-55>  
 

ここで 、 L s a：テン ドン拘 束 長  (ｍ )  
Ｔ d：設 計 アンカ ー 力  (ｋ Ｎ／本 )  
Ｕ：テ ン ドンの 見 掛け周 長  (ｍ )  
τ b a：グ ラウト と テンド ン の許容 付 着応力 度  (ｋＮ ／ｍ 2)  

②  グラ ウトと 地 盤の摩 擦 抵抗か ら 求まる ア ンカー 体 長  L a）  
 

                          <4-4-56>  
 

ここで 、 La：アン カ－体 長  (ｍ )  
ｄ A：アン カー体 径  (ｍ )  
τ：周 面 摩擦抵 抗  (ｋＮ ／ｍ 2)  
f s：安 全 率（ 2.5）  

 
（以下 略 ）  
 

 

Td 

Td  
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(2) 支圧 型アン カ －体の 設 計  
支圧型 ア ンカ－ は 、アンカ －体前 面 の支圧 力 により 引 き抜き 作 用に抵 抗 するも

のであ る ので、ア ンカ－ 体 前面の 基 盤内岩 盤 の一軸 圧 縮強度 に 応じた 長 さを次 式

により 求 め、ア ン カ－の 芯 抜き閉 塞 長とし て 決定す る 。  
 

h r＝ 3･𝑚 ･𝑃/ 𝜋･𝜎 ･𝑘 ･ tan 𝜙                  <4-4-57>  

 
ここで 、 h r：芯抜 き閉塞 長  (ｍ )  

m k：安 全 係数＝ 1.5  
Ｐ：ア ン カー設 計 荷重  (kN)  
σ c：定着 岩盤の 一 軸圧縮 強 度  (kPa)  
k 0：基盤 層内岩 石 のポア ソ ン比に よ る係数  

＝ν /(１ －ν )  
ν：定 着 岩盤の ポ アソン 比  
φ：定 着 岩盤の せ ん断抵 抗 角  (°) 

 
５  （ 略 ）  
 
４－４ － ５  （ 略 ）  
 
 

第５章 地すべり防止効果の検証 

 

第１節  総説  
〔参考 〕  
 概成 と は、地 す べり防 止 工事の 施 工効果 が 認めら れ 、一定 の 安全性 を 維持し て いる

と判断 さ れる状 態 をいう 。ただし 、概成と 判 断され た 場合で も 、必 要に 応じて 、施工

効果の 検 証を行 う ものと す る。  
 
第２節 調査の種類  
〔参考 〕  
１  調 査 計画立 案 に関す る 留意点  

地すべ り 防止効 果 の検証 の ための 調 査を円 滑 に実施 す るには 、機構解 析 時点か ら

検証の た めの調 査 を考え た 調査計 画 を立案 す る必要 が ある 。ま た、新た に調査 を 実

施する 場 合も、 機 構解析 の 結果を 十 分に検 討 し、整 合 性をと ら なけれ ば ならな い 。 
 
 

(2) 支圧 型アン カ －体の 設 計  
支 圧 型 ア ン カ － は 、 ア ン カ － 体 前 面 の 支 圧 力 に よ り 引 き 抜 き 作 用 に 抵 抗 す る も

の で あ る の で 、 ア ン カ － 体 前 面 の 基 盤 内 岩 盤 の 一 軸 圧 縮 強 度 に 応 じ た 長 さ を 次 式

により 求 め、ア ン カ－の 芯 抜き閉 塞 長とし て 決定す る 。  
 

h r＝〔 3・ mk・ P/(π・σ c・ k 0・ t an 2φ )〕            <4-4-57>  
 
 

ここで 、 h r：芯抜 き閉塞 長  (m)  
mk：安全 係数＝ 1.5  
Ｐ：ア ン カー設 計 荷重  (k N)  
σ c：定 着 岩盤の 一 軸圧縮 強 度  (k P a)  
k 0：基 盤 層内岩 石 のポア ソ ン比に よ る係数  

＝ν /(１ －ν )  
ν：定 着 岩盤の ポ アソン 比  
φ：定 着 岩盤の せ ん断抵 抗 角  (°)  

 
５  （ 略 ）  
 
４－４ － ５  （ 略 ）  
 
 

第５章 地すべり防止効果の検証 

 

第１節  総説  
（新設 ）  
 
 
 
 
第２節 調査の種類  
〔参考 〕  
（新設 ）  
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２  調 査 方法  
防止工 の 効果判 定 を目的 と する場 合 は、その 工法の 特 徴によ り 、一 般的 に次の よ

うな調 査 方法が 用 いられ る 。  
 

表５－ １  評価 判 定の調 査 方法  

区   分  主とし て 用いら れ る調査 方 法  

水 路 工 ・ 暗 き ょ 工 ・ ボ ー リ ン グ 暗

き ょ 工 ・ 集 水 井 工 ・ 排 水 ト ン ネ ル

工  

現 地 点 検 ・ 地 表 移 動 量 調 査 ・ 地 中

変 動 量 調 査 ・ 地 下 水 位 調 査 ・ 地 下

水排出 量 調査・ 構 造物挙 動 調査  

排土工・押え盛 土 工・治 山 ダ ム 工 ・

土留工 等  
現 地 点 検 ・ 地 表 移 動 量 調 査 ・ 地 中

変動量 調 査・構 造 物挙動 調 査  
杭工・ シ ャフト 工 ・アン カ ー工  現 地 点 検 ・ 地 表 移 動 量 調 査 ・ 地 中

移動量 調 査・構 造 物挙動 調 査  

 

３  構 造 物挙動 調 査  

 構造 物 挙動調 査 は、施 工 した集 水 井工、杭 工、ア ン カー工 等 にセン サ ーを設 置 する

ことな ど により 、 これら 構 造物の 変 位や荷 重 を調査 す るもの で ある。  

(1) 観 察・計 測  

構 造 物 の 変 状 を 目 視 又 は 測 量 機 械 等 で 測 定 し 、 安 定 性 を 監 視 す る 。 変 位 を 連

続的に 測 定する た めに、 伸 縮計等 を 構造物 に 取り付 け ること が ある。  

 

(2) 孔 内傾斜 計  

杭 工 、 シ ャ フ ト 工 に 孔 内 傾 斜 計 を 設 置 す る も の で 、 第 ２ 章 第 ８ 節 ８ － ３ 「 孔

内傾斜 計 」に準 ず る。  

 

(3) ア ンカー 荷 重計  

ア ン カ ー 工 に か か る 荷 重 を 測 定 し 、 地 す べ り 滑 動 力 の 変 化 や ア ン カ ー 工 の 安

全性を 監 視する 。  

 

(4) 土 圧計  

土 留 工 、 集 水 井 工 、 杭 工 等 に 土 圧 計 を 取 り 付 け 、 構 造 物 に か か る 地 盤 の 圧 力

を測定 し 、圧力 の 変化を 把 握する と ともに 構 造物の 安 定性を 監 視する 。  

 

(5) ひ ずみ計  

集 水 井 工 、 杭 工 等 に 発 生 す る ひ ず み を 測 定 し 、 地 す べ り の 滑 動 力 の 変 化 や 構

造 物 の 安 定 性 を 監 視 す る 。 な お 、 ひ ず み ゲ ー ジ は 劣 化 し や す く 、 長 期 間 の 調 査

には不 向 きであ る 。  

 

(6) 鉄 筋計  

（新設 ）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
構造物 挙 動調査  
 構造 物 挙動調 査 は、施工 した集 水 井工、杭 工、アン カー工 等 にセン サ ーを設 置 する

ことな ど により 、 これら 構 造物の 変 位や荷 重 を調査 す るもの で ある。  
１  観 察 ・計測  

構 造物 の 変 状を 目 視 又は 測 量 機械 等 で 測定 し 、 安定 性 を 監視 す る 。変 位 を 連続 的

に測定 す るため に 、伸縮 計 等を構 造 物に取 り 付ける こ とがあ る 。  
 
２  孔 内 傾斜計  

杭工、 シ ャフト 工 に孔内 傾 斜計を 設 置する も ので、 第 ２章第 4 節 4 -15 -4「孔内 傾

斜計」 に 準ずる 。  
 

３  ア ン カー荷 重 計  
ア ンカ ー 工 にか か る 荷重 を 測 定し 、 地 すべ り 滑 動力 の 変 化や ア ン カー 工 の 安全 性

を監視 す る。  
 
４  土 圧 計  

土留工 、 集水井 工 、杭工 等 に土圧 計 を取り 付 け、構 造 物にか か る地盤 の 圧力  
を測定 し 、圧力 の 変化を 把 握する と ともに 構 造物の 安 定性を 監 視する 。  

 
５  ひ ず み計  

集 水井 工 、 杭工 等 に 発生 す る ひず み を 測定 し 、 地す べ り の滑 動 力 の変 化 や 構造 物

の 安定 性 を 監視 す る 。な お 、 ひず み ゲ ージ は 劣 化し や す く、 長 期 間の 調 査 には 不 向

きであ る 。  
 
６  鉄 筋 計  



 

治山技術基準（昭和 46 年 3 月 27 日付け 46 林野治第 648 号林野庁長官通知）参考の一部改訂新旧対照表 
（下線部は改訂部分） 

改  訂  案 現    行 
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土 留 工 等 の 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 構 造 物 に 発 生 す る 鉄 筋 応 力 を 測 定 し 、 構 造 物 の

変位を 把 握する と ともに 構 造物の 安 定性を 監 視する 。  
 

４  自動 観測シ ス テム  

データ 通 信技術 を 用いた 地 すべり の 挙動を 常 時観測 す るシス テ ムであ る 。災害 リ

スクの 高 まりを リ アルタ イ ムで監 視 するこ と ができ る 。  
 

第３節 （略）  
  
第４節 地すべり防止工の維持管理の検討  
〔参考 〕  
維持管 理 の留意 点  
１  水 路 工  

水路内 の 堆積物 の 清掃を 行 う。また 、水路に 亀 裂や目 地 の開き が 認めら れ た場合 、

補修を 行 う。  
 

２  地 下 水排除 工  
ボーリ ン グ暗き ょ 工や集 水 ボーリ ン グ工に お いて、目 詰まり が 原因で 機 能低下 し

ている 可 能性が 高 い場合 に は、高 圧 水によ る 洗浄を 行 う。  
集水井 本 体につ い ては 、井 筒の変 形 や腐食 に ついて 確 認する と ともに 、井筒に つ

ながる 集 水ボー リ ングや 排 水ボー リ ング 、昇 降階段 、天蓋及 び 立入防 止 柵等の 付 帯

施設の 健 全性も 併 せて点 検 する。  
排水ト ン ネル内 部 につい て は、亀 裂 やゆが み 、押し 出 し等の 有 無を確 認 する。  

３  杭 工 、シャ フ ト工  
杭工や シ ャフト 工 の配列 の 乱れや、杭等の 頭 部の突 出・傾倒、杭等の 周 辺地盤 の

変状の 有 無につ い て確認 す る。ま た 、孔内 傾 斜計が あ る場合 に は、杭 等 の挙動・応

力解析 を 行い、 健 全性を 評 価する 。  
 

４  ア ン カー工  
アンカ ー 工は、ア ンカー 頭 部の腐 食 状況や 受 圧構造 物 の変状 等 を定期 的 に点検 す

る。ま た 、アン カ ー頭部 に 荷重計 を 設置し 、緊張力 の 変化を 観 測する 。観測結 果か

ら、必 要 に応じ て 、再緊 張 や除荷 、 追加施 工 等を検 討 する。  
 
参考文 献  

  地 す べり対 策 技術の 現 状と今 後 のあり か たに関 す る調査 研 究  
  （ 平 成 25 年 版  治山 技術基 準  解説  地 すべり 防 止編  手 引き）  

公益社 団 法人  森 林保全 ・ 管理技 術 研究所 （ H28.6）  

  グ ラ ウンド ア ンカー 設 計・施 工 基準、 同 解説   

公益社 団 法人  地 盤工学 会 （ H24.5）  

土 留工 等 の 鉄筋 コ ン クリ ー ト 構造 物 に 発生 す る 鉄筋 応 力 を測 定 し 、構 造 物 の変 位

を把握 す るとと も に構造 物 の安定 性 を監視 す る。  
 
（新設 ）  
 
 
 
第３節 （略）  
 
３－４ 地すべり防止工の維持管理の検討  
〔参考 〕  
 ボー リ ング暗 き ょ工や 集 水ボー リ ング工 か らの集 水 量が、施 工後の 時 間の経 過 とと

も に 減 少 す る 場 合 が あ る 。 こ の 主 な 原 因 の 一 つ に ス ラ イ ム 付 着 に よ る 目 詰 ま り が あ

る。こ の ような 場 合に高 圧 水によ る 洗浄を 行 うこと で 、ボー リ ング暗 き ょ工の 機 能が

回復す る ことが あ る。  

附  則  
こ の 通 知 は 令 和 ６ 年 ２ 月 ９ 日 か ら 適 用 す る  




